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第１章 本研究の位置づけ
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第１節 研究の背景
１．教育オーディオロジー
教育オーディオロジーは教育現場でのオーディオロジ （ー聴能学、Audiology）
を対象とし、担う人材を教育オーディオロジスト(Educational Audiologist)とよば
れている。米国では、教育オーディオロジスト(educational audiologist)は、支援
コーディネーター ( Service Coordinators)としての役割、介入チームの一員
(Instructional Team Members)としての役割、コンサルタント(Consultants)しての
役割があり、責務として、「障害の発見」「評価（アセスメント）」「ハビリテ
ーション」「難聴の予防」「カウンセリングとガイダンス」「補聴器や人工内耳、
補聴援助機器の調整」があり(Johnson and Seaton, 2012)、聴覚障害児への指導や
支援を行う上で子どものきこえに関する評価を行うことが重要とされている。
日本においては、職種としての教育オーディオロジストは確立しておらず、
聾学校の聴能担当者やきこえとことばの教室や難聴学級の担任の一部が上記に
示された内容の一部を他の業務とともに行っているのが実状といえる。その中
には 1997 年に国家資格となった言語聴覚士の有資格者も存在するが、言語聴
覚士が教育オーディオロジストの基礎資格にはなっていない。また、1999 年
に近畿地区で教育オーディオロジーに関する実践研究組織として近畿教育オー
ディオロジー研究協議会が設立されたことを契機に、その後各地で同様の協議
会が発足し、2004 年には日本教育オーディオロジー研究会が組織され、全国
的な研修会や研究発表会、研究誌の発行などを行い、啓蒙・普及活動にも努め
ている。現在は会員 500 名を超える組織となっている。
２．聴能の評価の目的
聴能の評価を行う目的は、子どもの聴取能を適切に把握するだけでなく、聴
覚障害によって生じるコミュニケーション上の困難さを評価したり、その後の
指導や支援計画の立案やその効果の把握、さらには補聴機器の選択や調整など
の妥当性や有効性の検討をするためでもある(Mendel and Danhauer, 1997 ;
Eisenberg et al., 2010)。
医学的な評価としては補聴器や人工内耳を装用していない裸耳での聴力や聴
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取状況を把握することが重要となるが、教育オーディオロジーにおいては、そ
の後の指導・支援につながる教育的な評価が重要といえる。そのため、小児の
聴能の評価を考える場合は、補聴器等を装用していない裸耳の状態より補聴器
等を装用した状態での評価が重要となる。補聴器や人工内耳、あるいは補聴シ
ステムなどの補聴機器の選択や調整に役立てられるだけでなく、特に低年齢の
子どもの場合には、コミュニケーションの状況を把握することにもつながる。
３．小児における聴能の評価の分類
１）検査による評価
小児の聴能の評価は、子どもの気分や注意、言語力といった子ども自身のこ
とや検査者と被検児とのラポートの有無、さらには検査室の雰囲気など、聴覚
以外の側面の影響を受けやすいといえる（Boothroyd, 2004）。このような検査条
件以外の要素を考慮しない場合であっても、小児の聴能の評価を行う場合の観
点として様々な条件が考えられる（大沼 , 1997）。裸耳の評価、あるいは補聴器
等の装用下での評価がまず考えられる。さらに、主なものとして以下にあげる
条件で評価法を分類することも可能となる。
検査素材を提示してその聴取状況を把握する方法としては、提示する素材に
よって分類が可能である。すなわち、①環境音、②音素（語の一部）、③音節、
④単語、⑤文（または句）がある。
検査素材の分類に加えて、その素材をどのような条件下で実施するのかによ
っても分類が可能である。音節、単語、文（または句）を「読話併用」で実施
あるいは「聴覚のみ」で実施するのかで分けられる。また、「雑音を負荷」し
て実施するのか、「静寂下」で実施するのかという分類もある。このほか、提
示する検査素材が CD など録音されたものを使用するのか、肉声によって提示
するのかによる分類もある。
２）質問紙による評価
質問紙による評価は回答を行う者によって大きく２分される。すなわち、回
答が聴覚障害者本人によるものか、あるいは養育者や関係する周りの人による
ものか、である。本人によるものであれば、「当事者による主観的評価」とな
り、他者であれば、「関係者による（主観的）評価」となる。就学前の幼児を
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対象とした場合、「当事者による主観的評価」は非常に困難であることが想定
されることから、保護者などの養育者による聴性行動観察に重点を置いた内容
の構成となる。
第２節 北米における小児を対象とした聴能の評価に関する先行研究
聴能評価に関する研究や実践は北米において先進的に進められ、日本への影
響も大きい。そこで、北米において聴覚障害児者を対象に行われた聴能の評価
に関する研究の経緯をいくつかの時期に分けて概観し、北米における現在の聴
能評価法の経過とその課題を検討する。
（１）1960年代まで：聴能評価法開発の黎明期
聴能評価はオーディオロジーの分野から始まったのではなく、1910 年頃か
ら電話での伝達評価を主目的に開発がされ、次第に聴覚障害者のきこえの評価
にも適用されるようになった。第二次世界大戦後は聴力に障害を受けた戦傷者
のリハビリテーションの必要性を訴えるものとしての活用もされた。
（２）1960年代～ 1990年半ば：さまざまな評価法の開発
1960 年代以降になると、聴覚障害者の評価を主目的とした検査が多く開発
された。音素、無意味単音節や有意味多音節語、文理解や読話併用など様々な
もの発表されるようになった(Mendel and Danhauer, 1997)。小児を対象とした主
な評価法は、 1970 年の絵指示 6 選択の WIPI(Word Intelegibility by Picture
Identification; Ross and Lerman, 1970)、1980年の 4選択の NU-CHIPS(Northwestern
University-Children's Perception of Speech; Elliott and Katz, 1980)など、絵や文字カー
ドの中から選択するクローズドセットの単語了解度検査が主であった(Kirk et
al., 1995a) 。 オ ープンセットの単語了解度検査として開発された PBK
(Phonetically Balanced Kindergarten Test; Haskins, 1949)は、5歳以上の子どもを対象
とした 50 単音節語から成っている。オープンセットの文聴取検査として 8 歳
から 16 歳の聴覚障害児の語彙をもとに作成した BKB(Bamford-Kowal-Bench)が
ある。このように、聴能の評価法は、音素、音節、単語、文などの構造に対応
するものがそれぞれ開発され、評価者が子どもの状態に即して取捨選択するよ
うになった。
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1980 年代になると、成人の人工内耳装用者の聴能評価として複数の評価法
を組み合わせるテストバッテリーによる評価が実施されるようになってきた。
カリフォルニア大学のものとアイオア大学のものが知られている(Eisenberg and
Johnson, 2008)。小児を対象としたテストバッテリーは 1990 年代半ばで登場す
ることとなる。
（３）1990年代半ば～ 2000年代半ば：テストバッテリーの提案
1990 年代半ばに NIH(National Institue of Health)による大規模な研究調査が行わ
れ、これを契機に複数の評価法を組み合わせて評価することが提案されるよう
になった。代表的なものとしてインディアナ大学聴能評価バッテリー（ Indiana
Univercity Speech Perception Test Batteries; Eisenberg, Johnson, and Martinez, 2010)、CID
聴能評価バッテリー（The CID speech perception battery; Geers, 1994 , Mendel, 2008)、
人工内耳メーカー MedEL 社の EARSがある。
①インディアナ大学聴取能評価バッテリー
1991 年に Osberger らが発表したテストバッテリーで、6 歳以上の学齢期以降
の子どもを対象とした学童期版（School-Age Battery）と 2 ～ 5 歳の就学前の幼
児を対象にした幼児版（Preschool Battery）がある。ともに補聴器などを装用し
た重度聴覚障害児を対象としている（Wang et al., 2008）。年齢段階で用いる評
価法を変え、多角的に評価をすることが提案している。
② CID聴能評価バッテリー
Geers によって 1994 年に発表された重度聴覚障害児の聴能評価を行うための
テストバッテリ （ー表１－１）で、聴覚のみでの評価と読話併用で行う評価の 2
種類がある（Kirk et al., 1995の文献による）。
表１－１ CID聴取能評価テスト (Kirk et al., 1995の文献による）
聴覚のみでの評価（auditory-only）
評価法 刺激 反 応 形 式 知覚能力
Test Stimulus Response&Format Perceptual Skill
Speech Detection Threshold 音声 クローズドセット 検出
ESP １～３音節語 クローズドセット 単語識別（強勢、持続）
長長格 クローズドセット 単語識別(スペクトル)
単音節語 クローズドセット 単語識別(母音)
WIPI 単音節語 クローズドセット 単語識別(子音)
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Matrix Test 句 クローズドセット 句中の単語識別
PTE 音節 クローズドセット スピーチ特徴識別
PBK 単音節語 オープンセット 単語識別
③ EARS
EARS は 1995 年に人工内耳メーカーである Med-EL 社が 2 歳以上の人工内耳
装用幼児を対象とするテストバッテリーとして発表したものである。クローズ
ドセット・オープンセット・質問紙による評価法が複数用意されている。
MedEL 社が発行しているハンドブック(「小児聴能評価ツール」)には EARS の
作成の目的として、人工内耳装用児の聴能発達の追跡、発語や音声コントロー
ルの発達の追跡、人工内耳装置の管理、リハビリテーション支援、長期にわた
る評価、言語発達の把握などのために使用するものとしている。
以上のような複数の評価法を組み合わせて実態を把握していくことは米国の
オーディオロジー関連の学会でも積極的に推奨されるようになった。2000 年
代の中頃には、米国のオーディオロジーにおいて大きな影響力を与える団体で
あ る A A A( A mer i c a n A c ad e my o f A u d i o l og y) と A S H A( A me r i c an
Speech-Language-Hearing Association)から相次いでガイドラインが発表された
(AAA, 2003 ; ASHA, 2004)。AAAは補聴器装用下の聴能の評価として ESP 低言
語力版、ESP標準版、PBK、NU-CHIPS、PSI（pediatric Speech Intelligibility Test ; Jerger
and Jerger, 1980)を推奨している。また、ASHAは誕生から 5歳までを 3 段階に
分類（誕生〜 4 カ月、5 カ月〜 24 カ月、25 カ月〜 60 カ月）し、25 カ月〜 60
カ月児に対しての聴能評価法として、NU-CHIPS、WIPI、MPT(Erber and Alencewicz,
1976)、PSIといった単語了解度の検査を推奨し、実施が困難な子どもには ESP、
6 sounds test(Ling, 1989)をすすめている。
（４）2000年半ば以降（人工内耳の適用増加による影響）
新生児聴覚スクリーニングの普及により出生後間もない乳幼児から支援が行
われるようになった。2000 年に FDA(Food and Drug Administration)が人工内耳適
用年齢を生後 12 カ月に改めたこともあり、より早い段階からの聴能の評価を
行う必要性に迫られるようになった(Barker et al., 2011)。人工内耳手術の適用年
齢の低下の効果や人工内耳の長期使用等に関する研究が多く行われる（Geers,
2004 ; Houston and Miyamoto, 2010 ; Tajudeen et al., 2010 ; Davidson et al., 2011）とと
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もに、聴能や言語、コミュニケーションなどに関する大規模調査が行われるよ
うになった。
2002 年から 2004 年にかけて NIH により CDaCI（Childhood Development after
Cochlear Implantation Study）と呼ばれる人工内耳装用児の発達に関する大規模調
査が実施された(Eisenberg et al., 2006 ; Fink et al., 2007 ; Wang et al., 2008）。そこで
はテストバッテリーを組んでの評価が行われた。就学前の幼児用と学童用の２
種類がある。幼児用として用いられた聴能評価法を表１－２に示す（Eisenberg et
al., 2010）。対象児が１歳～２歳の幼児の場合、養育者への質問紙による日常生
活での聴覚反応を評価する IT-MAIS（ Infant-Toddler Meaningful Auditory Integration
Scale; Zimmerman-Philips et al., 2000）や MAIS（Meaningful Auditory Integration Scale;
Robbins et al., 1991）を使用し、２歳以降になると、選択肢を示して実施するク
ローズドセットによる評価法（ESP, PSI）を用い、その後は選択の範囲を限定
しないオープンセットでの評価法（MLNT, LNT, PBK, HINT-C）に至るような階
層構造になっている。
カナダの西オンタリオ大学で考案された小児聴能評価プロトコル UWO
PedAMP（The University of Western Ontario Pediatric Audiological Monitoring Protocol ）
による研究も活発に行われている(CHILD Amplification Laboratory, 2010; Bagatto et
al., 2010; Bagatto et al., 2011)。誕生～ 6歳までの聴覚障害乳幼児を対象とし、補
聴機器の適合から聴能の評価や養育者による聴性行動観察評価に至るまでの手
続きや評価をパッケージ化したものともいえる(表１－３)。
表１－２ CDaCI調査で用いられた幼児用聴能評価バッテリーの
種類と適用年齢（Eisenberg et al., 2010 による）
適用年齢 把握する聴取能 評価法 考案者と発表年
1歳～ 2歳 聴性反応 IT-MAIS (Zimmerman-Philips et al., 2000),
Auditory Behaviors MAIS (Robbins et al., 1991)
2歳～ 4歳 クローズドセットによる ESP (Moog and Geers ,1990),
識別能力 PSI (Jerger and Jerger, 1980)
Closed-Set Identification
4歳～ 5歳 オープンセットによる理 MLNT (Kirk et al., 1995a),
解能力 LNT (Kirk et al., 1995a),
Open-Set Recognition PBK (Haskins, 1949),
HINT-C (Gelnett et al., 1995)
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表１－３ 西オンタリオ大学小児聴能評価プロトコル
（Bagatto et al., 2010による）
オンタリオ州乳幼児聴覚プログラムによる補聴効果質問紙
（Ontario Infant Hearing Program(OIHP) Amplification Benefit Questionnaire）
補聴器適合のまとめ（Hearing Aid Fitting Summary）
補聴時音声明瞭度指数 Aided Speech Intelligibility Index (SII) Normative Values
リトルイヤーズ聴覚発達質問紙（LittlEARS）
両親による子どもの聴覚口話能力評価質問紙
（Parent's Evaluation of Aural / Oral Perfoce of Children(PEACH) (Ching & Hill, 2005;
Copyright Australian Hearing 2005)
人工内耳の早期適用が進んでいく中で、聴能の評価は、より低年齢の乳幼児
に合わせたものが開発されるようになった。人工内耳メーカーである Med-EL
社のオーディオロジストらが養育者への質問紙によって聴覚発達を評価する
LittlEARSを 2003 年に発表した（Brachmaier and Shepherd, 2012）。これは上記の
UWO PedAMP にも含められ、乳児期から聴覚発達の評価が重要となっている。
このような養育者への質問紙による聴覚発達評価とともに、乳幼児自身の聴覚
反応を視覚強化式聴力検査(VRA)や遊戯聴力検査(Play Audiometry)等の手法を
応用した検査法による実践や研究も行われている。乳幼児の音のパターン認識
（speech pattern contrast perception）能力を評価することでその後の聴覚発達の状
況を把握していこうとするものである。しかし、Eisenberg らは、BATIT の 4 種
類の評価法などを乳幼児に適用した結果、「１～ 3 歳の子どもに効果的なテス
トはなかった」と結論づけている(Eisenberg et al., 2007)。北米においては、今
後は 1～ 3歳の乳幼児に効果的な聴能の評価法が望まれている状況である。
このように様々な評価法が開発され研究されている北米の状況であるが、中
川(2003)も指摘するように補聴器装用下での評価はあまり行われていないだけ
でなく、これらの評価法が臨床上は多く活用されていないという調査研究もあ
る。Munoz らは、全米の小児を対象とするオーディオロジスト 1072 人に 3 歳
～ 6歳までの子どもに実施している聴能評価等に関して質問紙調査を行い（145
人から回答）、その結果 24 ％が補聴器等の装用下での語音検査(聴能の評価)を
行っていないこと、評価法の研究・開発の進展にもかかわらず現場での普及と
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いう課題を抱えていることを指摘した(Munoz et.al., 2012)。同調査では、また 5
歳までの幼児に対して使用されている主な評価法は、PBK、WIPI、NU-CHIPS
のみで、 6 歳では PBK、WIPI、BKB-SIN(Bamford-Kowal-Bench Speech-in Noise
sentences)、Mr potato Head task、PSIに限られていることを示した。これまで多
くの評価法が開発されているにもかかわらず、教育機関や医療機関等の現場で
活用されているのは限られていることがわかる。6 歳までの就学前の子どもに
対して最も頻度が多く使用されているオープンセットの評価法は PBK のみで
あった。WIPI と NU-CHIPS はそれぞれ単音節語のイラストを 6 選択と 4 選択で
ポインティングで応答するもので、1970 年と 1980年に発表されたものである。
また PBK は 1949 年に発表されたもので、就学前の幼児に対して使用されてい
る評価法は、多くの評価法が開発され、研究発表されているにもかかわらず、
現場では依然としてかなり以前のものを使用し続けているといえる。新たに開
発された評価法が研究の場ではなく実際の場面において活用されていない理由
は上記の研究では明らかにされていないが、長年使用されている評価法に対す
る信頼が大きいことが伺える。
Madell(2013)は、聴能評価バッテリーの新たな提案として、子どもの言語力
（言語年齢）が聴取能力に影響を与えることを重視して、聴覚による理解言語
力を言語年齢によりいくつかの区分に分けて（図１－１）、各区分において推
奨する聴能評価法を示すとともに、検査条件（提示音圧や雑音負荷の有無と SN
比）と結果によって次の評価法をどのように選択するかをフローチャート形式
のプロトコルにより示した（図１－２、図１－３）。フローチャートで示され
るのはどのような評価法を選択するのかということだけでなく、提示する音圧
などの指針を示していることが新たな方向性と言える。小さめの声（soft-speech）
で提示して評価を行う必要性が主張されるようになってきたのも、人工内耳の
装用下での閾値が 25dBHL 程度になることを反映した結果と思われる。このよ
うな小さな声での測定は他の論文でも見られるようになってきている
（McCreery, 2013）。
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図１－１ 子どもの聴覚的言語年齢によって分類した
最初に実施する聴能評価法（Madell, 2013 による)
図１－２ 聴覚的言語年齢が４～６歳、WIPIを実施する場合の
聴能評価プロトコルの例（Madell, 2013による)
２歳未満
ESP
２歳～５歳
NU CHIPS
４歳～６歳
WIPI
５歳～８歳
PBK
８歳以上
CNC or NU6
聴覚的言語
年齢
50%未満の正答
だったら
NU CHIPSを実施
50%～75%の
正答だったら
WIPIを35dBHL実施
さらに
WIPIの50dBHLを
SN+5dBで実施
WIPI
50dBHL
クローズドセット
75%以上の正答
だったら
WIPIの50dBHLを
オープンセットで
実施
50%未満の正答
だったら
終了
50%～75%の
正答だったら
WIPIを35dBHL実施
さらに
WIPIの50dBHLを
SN+5dBで実施
75%以上の正答
だったら
PBKを
オープンセットで
実施
- 13 -
図１－３ 聴覚的言語年齢が５～８歳、PBKを実施する場合の
聴能評価プロトコルの例（Madell, 2013による)
以上から北米における小児を対象とした聴能の評価に関する研究の流れは次
のようにまとめられる。
①各種評価法の開発（中途失聴者→成人→小児）
②大規模調査と複数の評価法によるテストバッテリーの提案
③人工内耳手術の低年齢化による超早期段階での聴能評価法の開発
④聴取能評価プロトコルの提案
成人を中心とした聴能の評価法から次第に低年齢児の評価法の開発が進んだ
が、新生児聴覚スクリーニングと人工内耳の普及により、聴取能や発達段階を
踏まえた評価が求められるようになり、複数の評価法を組み合わせることで対
応するようになった。そして、対象とする子どもの聴覚的言語年齢を考慮して、
どの評価法をどのような条件で実施し、その結果に基づいて次に実施すべき評
価法とその評価条件を示すことで、子どもの発達を踏まえた聴取能の評価を行
うことが重要とする流れが確認できた。
課題としては、補聴器装用下での評価はあまり行われていないだけでなく、
これらの評価法が臨床上は多く活用されていない実態があることが判明した。
50%未満の正答
だったら
NU CHIPSを実施
50%～75%の
正答だったら
PBKを35dBHL実施
さらに
PBKの50dBHLを
SN+5dBで実施
75%以上の正答
だったら
NU6またはCNCを
50dBHLで実施
PBK
50dBHL
オープンセット
NU6またはCNCを
実施
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第３節 日本における小児を対象とした聴能の評価に関する先行研究
日本においての聴能評価法は、1957 年に日本オージオロジー学会(現、日本
聴覚医学会)で作成された 50 個の無意味単音節から構成された 57 語表と、1967
年に 57 語表から 20 個を選択した 67 語表が、その後の修正（57-S 語表、67-S
語表）を経て現在でも使用されている。これらは主に成人の聴覚障害の鑑別診
断に用いられている。
小児を対象とする聴能評価としては、絵カードを用いたクローズドセットに
よる方法などで検査をおこなう場合が多いと言われている（山下・松平 , 2008）。
無意味単音節語表である 67 語表が発表されたのと同時に、20 個の３音節単語
が日本オーディオロジー学会から発表され、現在においても「67 式 20 単語」
リストとして広く活用されている。他にも研究者を中心に、子どもの発達を考
慮した聴能の評価法が考案・実施されてきた。星ら（1974）は低年齢高度難聴
児の了解度検査として絵カードを用いたクローズドセットの三音節語の単語了
解度検査用リストと文章了解度検査用リストを考案した。また、鷲尾（1978）
は、絵指示式の幼児用単語了解度検査を試作した。荒川(1984)は 67 式 20 単語
を用いて作成した文章による評価法を発表した。このように、聴覚障害児を対
象とした聴能評価（語音検査）の考案が積極的になされ、特に重度聴覚障害幼
児を対象とした単語了解度検査を中心に、一部で文章了解度検査による評価法
が発表されていた。その後、米国での流れと同様に、単語や文章での了解度を
評価する方法に加えて、より詳細に聴覚障害児の聴取能を評価する方法が考案
されていった。大沼（1984）は ANT（Eaber,1980）の日本版を考案した（JANT;
Japanese Auditory Numbers Test)。これは数字１から５までの数字を用いて聴能を
評価するものである。大沼はその後、日常生活文リストの開発（大沼ら , 1987）
や「おじいさん」「あばあさん」など日本語の親族名称を用いた検査も開発し
ている(大沼 , 1988 ; 大沼・岡本 , 1994）。日常生活文リストは補聴器適合評価用
CD（TY-89）（田中 , 1989）にも収められ、デジタル音源としても活用された。TY-89
には、他にも幼児用 2 音節単語や 3 音節単語なども収められた。高橋ら
（1992,1993）は米国の ESP を基本モデルとして、持続時間パターンの受容・韻
律パターンの受容などで聴取能力を 4 つのカテゴリーに分けて評価する重度聴
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覚障害幼児用の話しことばの受容能力評価テストを試作した。
人工内耳の早期適用により、諸外国同様、乳幼児の聴取能の評価に関する研
究が多く発表されるようになった。冨里ら（2001）は Zimmerman ら（2000）の
Infant-Toddler Meaningful Auditory Integration Scale(IT-MAIS)の適用を試みている。
中山ら（2000)と加藤ら（2005）のグループは、絵シートを用いた単語聴取検
査（異母音単語検査、同母音単語検査、単語了解度検査、10 子音検査）を発
表するとともに、10 段階の階層性を有した語音聴取検査を作成した。このよ
うなテストバッテリーを組んで聴能を評価する試みは、高橋ら（2001）のグル
ープでも行われ、CI2004 として市販されるようになっている（井脇・久保 , 2004 ;
日本人工内耳研究会 , 2004 ; 田内・小林 , 2006）。
このように、日本における聴覚障害児の聴能評価法も北米での経過と同様、
子どもの年齢や言語力などを考慮した評価法を選択する方法が提案されるよう
になってきたといえる。主な聴能評価法を表１－４に示す。
表１－４ 日本での主な聴能評価法
作成者・名称など 刺激 反応形式 知覚能力
聴覚医学会 57語表 単音節 オープンセット 識別
聴覚医学会 67語表 単音節 オープンセット 識別
聴覚医学会 67式 20単語 単語 クローズドセット 単語識別
星ら 単語了解度検査 単語 クローズドセット 単語識別
文章了解度検査 文章 オープンセット 句中の単語識別
鷲尾 絵指示式 単語 クローズドセット 単語識別
荒川 文章 オープンセット 句中の単語識別
大沼 JANT 単語 クローズドセット 単語識別、単語パターン
大沼 日常生活文 文章 オープンセット 句中の単語識別
大沼 親族呼称 単語 クローズドセット 単語識別、単語パターン
中山、加藤ら 絵シートを 単語 クローズドセット 単語識別用いた単語聴取検査
日本人工内耳研究会 CI2004 単音節・ クローズドセット 識別、単語識別、句中の
単語・文 とオープンセット 単語識別
しかし、日本での聴能評価法は、単音節の 57 語表と 67 語表以外は標準化さ
れておらず、特に小児を対象とした評価法の標準化は皆無といえる。北米のよ
うに複数の評価法を組み合わせの推奨もなく、検査者が子どもの発達を踏まえ
て聴能評価法を自ら選択しなければいけない状況となっている。
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第４節 本研究の目的と構成
北米における小児を対象とした聴能評価は、新生児聴覚スクリーニングと人
工内耳の普及により、より低年齢からの評価に迫られ、聴取能や発達段階を踏
まえ、複数の評価法の組み合わせが提案されるようになった。近年は、対象と
する子どもの聴覚的言語年齢を考慮して、どの評価法をどのような条件で実施
し、その結果に基づいて次に実施すべき評価法とその評価条件を示して、子ど
もの発達を踏まえた聴取能の評価を行うことが提案されるなど、より適切な評
価法の選定と実施手順の明確化の流れとなっている。
日本も北米と同じような評価法開発の経過を示していることが分かったが、
教育機関における聴能評価の実態も北米同様であるのかという疑問が浮かび上
がる。つまり、米国においては、Munoz ら（2012）の調査研究で明らかになっ
たように、補聴器装用下での評価はあまり行われていないだけでなく、これら
の評価法が臨床上はあまり多く活用されていない実態がある。就学前の幼児に
対して使用されている評価法は、現場では依然としてかなり以前のものを使用
していた。また、米国において新生児聴覚スクリーニングと人工内耳の普及に
より聴能評価が低年齢児へ適用拡大し、テストバッテリーによる実施に向けて
の手順等の整理へと進んでいることは、日本においても同じなのであろうかと
いう疑問が生じる。そして、これらの疑問を解決するためには、①日本の聾学
校において、どのような聴能評価法が実施されているか、②日本において、新
生児聴覚スクリーニングの普及による教育開始年齢の変化はあるのか、③聴覚
障害幼児の聴能評価を行う際に課題となっていることは何か、④その課題を解
決するためにはどのような聴能評価法が必要となり、その有効性はあるのか、
⑤日本においても、聴能評価のテストバッテリーを組むとすればどのような評
価法が推奨されるのか、などを検証する必要があると思われる。聾学校におけ
る聴能評価の実態を把握して現場のニーズを確認することや、実践的に活用で
きる聴能評価法を開発してその有効性を検証することはこれまで実施されてこ
なかった。
そこで、本研究は、聾学校の聴能担当者の実践上の課題をもとにして聴能評
価ツールを開発し、その有効性を検討することを目的とする。具体的には、以
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下の 3つの内容について検討を行う。
最初に、開発した聴能評価ツール「聴能マトリクステスト」について、対象
児や実施方法、開発にあたっての経緯などを述べる。その後、聴能評価ツール
として開発した「聴能マトリクステスト」を聾学校幼稚部に在籍する聴覚障害
幼児を対象に実施して、既存の聴能評価法との比較を行うことによって、テス
トバッテリーとしての有効性について検討する。
次に、聾学校での語音検査の実施状況と課題について検討を行う。全国の聾
学校幼稚部段階と小学低学年を対象として質問紙による調査を行い、その結果
から聾学校での聴能の評価としての語音検査の状況を明らかにするとともに、
聴能マトリクステストの聾学校での実施状況について検討する。
さらに、本テストを実践的な活用を事例から検討する。聾学校幼稚部で継続
的に実施した結果から、事例ごとの聴取能の変容を分析し、聴能マトリクステ
ストの教育現場での活用の有効性を検討する。
最後に、上記の研究結果から、聾学校における聴能評価法の現状や新生児聴
覚スクリーニングや人工内耳の普及による影響を踏まえて検討を行い、教育支
援のための聴能評価ツールとしての聴能マトリクステストの活用について、全
体的考察を行う。
第５節 用語の定義
１．聴覚障害児
聴覚に障害がある子どもという意味で使用されているが、「障害」という表
記を「障がい」「障碍」とする場合も多い。また、児は乳児・幼児・児童・生
徒の小児を総じて表している。本研究で対象とする聴覚障害児は主に聾学校幼
稚部在籍の３歳児以降の幼児～小学部低学年（１～３年）の児童としている。
２．聴能の評価
中川（2003）は、Erber らの聴能の定義を紹介している。それによれば、聴
能とは「現有する聴覚によって音や音声を検出・検知したり、弁別したり、あ
るいは識別・理解する能力や、その態度の総称」のことで、視覚など他の感覚
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情報を補完的に用いて聴覚情報を総合的に処理するものも含むとしている。医
療機関等においては、語音検査や語音聴力検査と呼ばれることが多い。医学的
には聴覚障害に関する鑑別診断を用いるために、補聴器や人工内耳などの補聴
機器を使用しない裸耳でオージオメータの受話器をとおして実施する場合が多
いが、受話器を装着しての測定が難しいと思われる小児の場合は補聴器や人工
内耳の装用下で実施することが多い。本研究においても、補聴器や人工内耳装
用下での聴能の評価を中心としている。
３．聾学校
学校教育法の改正により、平成 19 年からはそれまで「盲学校、聾学校、養
護学校」の名称が「特別支援学校」に一本化された。それ以前においても「聾
学校」には「聾学校・ろう学校・聾話学校」の 3 種類の名称が使用されてきた。
特別支援教育移行後、複数の障害種別を対象とする特別支援学校が全国的に設
置されるようになり、学校名からは聴覚障害児が在籍する特別支援学校なのか
判別できにくい例もある。聴覚障害をもつ子どもに対しての教育は「聴覚障害
者を対象とする特別支援学校」と呼ばれることがあるが、本研究では従前の「聾
学校」という名称を使用する。
４．幼稚部、早期教育
特別支援学校において、通常の幼稚園に相当する年齢段階の幼児の教育は「幼
稚部」が行っている。3 歳児～ 5 歳児が該当する。早期教育は、主に幼稚部入
学前の乳幼児への指導やその保護者への支援を担っているが、一部の聾学校に
おいては、幼稚部に入学していない幼児への指導・支援を行っている。「乳幼
児教育相談」と呼ばれることもある。
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第２章 聴能マトリクステストの開発
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第１節 聴能マトリクステストの開発にあたって
聴覚障害児を対象とする特別支援学校（以下、聾学校）では聴能発達評価の
ひとつとして語音検査が行われている（中瀬・大沼 , 2012, 中瀬・中井 , 2000）。
幼児の語音検査は絵カードを用いたクローズドセットによる方法などで検査を
おこなう場合が多い（山下・松平 , 2008）と指摘されているように、成人を主
対象として作成された語音検査は実施に困難を伴う場合もあり、子どもの発達
を考慮した独自の聴能の評価法が考案・実施されてきた（大沼 , 1988; 高橋・高
橋 , 1992; 大沼・岡本 , 1994, 中山ら , 2000）。音声日本語の聴取状況を把握・評価
するために、幼児・児童にとって親密性の高い語で構成した単語了解度検査や
異聴傾向を把握し指導に活かすための評価法、絵カードを用いる検査法や学校
生活で使用する頻度の高い単語を組み合わせて構成した文聴取検査などがある
（中瀬 , 2004）。海外では、CID聴能評価バッテリーやインディアナ大学聴取能
評価バッテリー、 EARS のように複数の評価法の組み合わせも存在する
（Karen,L.K., et al., 1997, Lisa,L.M. 2008, Zakirullah, et al., 2008）。過去の調査では聾
学校の幼稚部・小学部においては、単語了解度検査を中心に実施し、次第に単
音節の受聴明瞭度検査や文聴取検査に移行する傾向があった（中瀬・大沼 ,
2012）。単語の了解度検査から短文聴取への移行には課題を伴うことも多く、
解決に向けた試みもされてきた（荒川 , 1984）。先にあげた欧米のテストバッテ
リーが単音節や単語、短文の聴取をクローズドセットやオープンセットで実施
する検査で構成されているのは検査間の移行に伴う困難さの軽減を計るためと
思われる。なお、日本においての聴能評価としての文聴取検査として知られて
いるのは TY-89日常生活文（田中 , 1989）や CI2004の文聴取検査（日本人工内
耳研究会 , 2004）などであるが、いずれも文章中に出現する単語の正答数をカ
ウントするキーワード正答数によって評価しているので、短文の聴取能の評価
法というよりも語連鎖の聴取能力の評価法ともいえる。
一方、聴覚障害幼児や児童の聴取能を評価する立場にある聾学校聴能担当者
からは「５選択程度の要素をいくつか組み合わせ、クローズドセットであるが、
２～４つのキーワードを聞き分けるような語音検査」、「なじみのある日常生
活文」、「単語了解度と日常生活文の間の検査」、「検査時間が短く手軽なもの」
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「現在の生活で身近なもので構成されたリスト」などの評価法を求めている状
況が判明した（中瀬 , 2004a)。
このような教育現場の実態を受けて、単語了解度検査からオープンセットの
文聴取検査の間に施行する選択肢がある「クローズドの文聴取検査」として「聴
能マトリクステスト」の開発を行った（中瀬 , 2004b）。単語了解度検査がほぼ
正答した子どもの次の聴能評価法として、単音節の受聴明瞭度検査を施行する
場合と文聴取検査を施行する場合が考えられるが、聴能マトリクステストは単
語了解度検査からオープンセットでの文聴取検査の移行に困難を示す子どもを
主対象と想定し、オープンセットの文聴取検査の実施前に行うものとして開発
した。評価方法として、TY-89 日常生活文や CI2004 の文聴取検査同様のキーワ
ード正答数を用いた。本テストの位置づけを図２－１に示す。
単語了解度検査 文聴取検査
聴能マトリクステスト
図２－１ 聴能マトリクステストの聴能評価法の中での位置づけ
第２節 聴能マトリクステストの内容と実施方法
（１）リスト
リストは 2 種類作成したが主に様式Ａを使用することにしている。図２－２
に様式Ａのイラストシート、図２－３に記録用紙を示す。
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図２－２ 聴能マトリクステストで用いるイラストシート
図２－３ 聴能マトリクステストの記録用紙例
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検査リストは次のような観点で作成した。
①１文４語で構成。（例：おじいさん が りんご を １つ たべる）
②各語には、それぞれ 4つの選択肢を設ける。
（例：りんご、ばなな、もも、くり）
③選択肢となる語は、似かよった特徴を有する語を２つずつ含んでいる。
Ａ表は次のように構成している。
第 1語は、韻律情報が似ている 2 語を 2種類（主語）。
第 2語は、音節数が同じ 2 語を 2 種類（目的語）。
第 3語は、韻律情報が似ている 2 語を 2種類（数詞）。
第 4語は、音節数が同じ 2 語を 2 種類（動詞）。
なお、検査リスト（記録用紙）は様式Ａ・Ｂそれぞれ 3 パターン用意した。
（２）想定する対象児
本テストは下記の幼児児童を対象に開発をした。
①聾学校幼稚部 5 歳児～小学部低学年（2 年程度）
②裸耳平均聴力レベル 90dBHL 以上の幼児児童
③ 67 式 20 単語了解度検査、TY ｰ 89 幼児用 3 音節単語リストによる単語了解
度検査などがほぼすべて正答となる子どもとする
なお、上記幼児児童を対象と想定したが、上記に該当していない場合であっ
ても、活用できる場合が多いと思われるため、上記は「目安」程度にとどめる。
（３）実施方法
本テストは、聾学校などでの定期的な聴力検査を施行したときに実施するこ
とを想定している。肉声により実施する。実施に要する時間は 5 分～ 10 分程
度と思われる。基本的な実施手順を以下に示す。
①イラストカードと記録用紙を準備する。
②被検児に、選択用紙に描かれたイラスト（語句）の確認を行う。
③記録用紙に沿って口形を隠して肉声で一文を読み上げ、その後に該当する絵
をポインティングさせる。応答方法は、ポインティング以外に子どもの実態
- 24 -
に応じて、復唱、場合によってはおはじきなどをイラスト上に置く、などの
工夫も可とする。その場合、応答方法を記録用紙に記載しておく。
④記録用紙の正答（あるいは誤答）の語をチェックする。誤答の場合、誤った
語を空欄に記載しておくと、誤答傾向の把握に有効となる。
⑤終了後、正答語数を数え、記録する。集計は次の 3 種類行う（図３－２）。
ア 1 文ごとの正答数（全問正答 4 点。記録用紙の右端の下線に記入）
イ 第 1 語（第 2 語～第 4 語）だけの集計（全問正答 10 点。記録用紙の下
部の枠内に記入）
ウ 10 文全体の正答総計（全問正答 40 点。記録用紙の右下の下線の記入）
また、検査を実施する環境は特に定めてないが、過大な騒音がない静寂下で
の実施を基本とし、防音設備のある聴力検査室内での実施が最適とする。検査
者と子どもとの距離も規定してないが、通常は１ｍ以内で、提示する音圧は子
どもが聴取しやすい音圧とする。
（４）留意点
①実施対象児は 67 式 20 単語了解度検査、TY ｰ 89 幼児用 3 音節単語リストに
よる単語了解度検査などがほぼすべて正答となる子どもとする（幼稚部 5 歳
児～小学部低学年児童で、良聴耳平均聴力レベルが 90dB 以上の子どもが主
対象）。
②クローズドセット、読話併用なし、補聴器装用下を原則とするが、オープン
セットや読話併用、補聴器非装用での評価も応用として実施可能である（そ
の場合は、実施条件を記録する）。
③初めて実施する子どもの場合、必ず事前に語彙の確認を行う。
④肉声の音圧は子どもが聴き取りやすい音圧にすることを原則とするが、小さ
めや大きめなどその音圧を可変させることも応用的に施行することが可能で
ある（実施条件を記録する）。子どもの状態に応じて、１回の提示では困難
な場合は複数回の提示も可とする。その場合は、提示回数を記録しておくと
よい。
⑤肉声を提示する場合のスピードは子どもが聴き取りやすい速さを原則とする
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が、「ゆっくりめ」「はやめ」等も応用的に施行することが可能である（実
施条件を記録する）。
⑥正答数を論じるより、ある程度の期間をおいて実施していくことにより、子
どもの「伸び」を評価することに用いる。
⑦誤答傾向あるいは検査時の様子を記録していくことにより、その時点での子
ども聴能的評価を行い、指導へと結びつけていくことに役立てるようにする。
⑧これらの実施手順は一応の実施要領を示すものであり、子どもの実態に合わ
せて、様々な改良や工夫を加えて行うこととする。数回にわたる検査記録を
積み上げていくことで、子どもの聴取能の変化だけでなく、反応様式の変容
をとらえ、保護者への解説や子どもへの指導に役立てるものとする。
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第３章 聴能マトリクステストの有効性の検討
－既存の聴能評価法との比較－
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第１節 目的
本章では、聾学校幼稚部での本テストの教育実践上の活用の有効性を検討す
ることを目的とし、補聴時の閾値や年齢との関係と既存の語音検査との併用の
有効性について考察した。
もし、補聴閾値と本テストの素点との相関が認められれば、補聴閾値に影響
を受けることが確認できると思われる。また、単語了解度検査（67 式 20 単語
了解度検査）やオープンセットの文聴取検査（語音聴取評価検査「CI2004（試
案）」の幼児用オープンセット文検査）との相関を検討することにより、それ
ぞれの評価法との併用の有効性が確認できると思われる。特に、聴能マトリク
ステストからオープンセットの文聴取検査である語音聴取評価検査「CI2004（試
案）」の幼児用オープンセット文検査への移行を 35/40 としているが、この数
値の妥当性が確認できれば、単語了解度検査から文聴取検査の「間」の評価法
としての有効性が確認できることになると思われる。
第２節 方法
（１）対象
Ａ聾学校幼稚部で 2006 年 6 月～ 2012 年 9 月までに聴能マトリクステストを
実施した聴覚障害幼児 50 児。内訳は男児 26 名、女児 24 名で、人工内耳装用
児は 3 名、他は補聴器装用児であった。裸耳良聴耳平均聴力レベル（4 分法）
は、43dBHL ～ 130dBHL 以上と広範囲に分散していた。なお、重複障害学級在
籍児は除外した。
（２）手続き
聴能マトリクステストの実施時の年齢は 3 歳 5 カ月～ 6 歳 9 カ月で、年齢と
の関係を検討するため、同一児に対して 6 カ月程度の期間を空けて 2 ～ 3 回程
度実施した。合計で 147 回の実施となった。なお、すでに幼稚部を卒業した児
もいるが、幼稚部在籍当時の結果を検討した。
まず補聴時の音場での閾値（dBHL）を４分法で求めた数値を補聴閾値とし、
補聴閾値と本テストの素点との相関の有無について検討した。また、年齢と素
点の関係を検討するために、生活年齢を 6 カ月ごとに区分し、年齢と素点につ
いて検討した。なお、3 月生まれの児が幼稚部入学直後の 4 月は満 3 歳に達し
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たばかりであることを考慮して、最初の区分を“3 歳 5 カ月未満まで”とし、
それ以上は 6 カ月ごとで区切った。同一年齢区分内に複数回施行した場合、そ
の区分内の最高得点を記録とした。
また、聴覚障害幼児 50 名の中から 67 式 20 単語了解度検査および語音聴取
評価検査「CI2004（試案）」（日本人工内耳研究会 , 2004; 高橋ら , 2001）を本テ
ストと同時あるいは前後 1 カ月以内に施行した児の検査結果を分析した。
67 式 20 単語了解度検査を補聴器あるいは人工内耳装用下で、イラストシー
トを用いて 20 選択のクローズドセットで肉声による提示と指さしまたは復唱
による応答で実施した。聴能マトリクステストは本来 4 語文提示であるが、ク
ローズドの単語了解度検査と併用する児の場合、より低年齢であるため、連続
する 4 語を記銘することが困難であったり、注意集中が持続しにくく検査意欲
の低下により 10 文の実施ができなかったりするため、第 3 語（数詞）を除い
た 3 語文で提示し、合計は 30 点満点とした。実施を行った対象児は 26 人であ
った。
語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査は、補
聴器あるいは人工内耳装用下で同検査のマニュアルに従い、肉声で提示し復唱
による応答で実施した。実施を行った対象児は 25 人であった（一部は 2 回行
ったため、計 29回の実施となった）。
第３節 結果
（１）裸耳閾値と素点の関係
本テストの素点と補聴閾値を図３－１にドット表示した。裸耳閾値と素点と
の相関は認められなかった（ピアソンの積率相関係数 , r=-0.04167。回帰直線
y=-0.013x+31.452、寄与率 R2 = 0.0017。無相関検定 P値=0.65015）。
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（２）補聴閾値と素点の関係
本テストの素点と補聴閾値を図３－２にドット表示した。補聴閾値と素点と
の相関は認められなかった（ピアソンの積率相関係数 , r=-0.1078。回帰直線
y=-0.0712x+33.29、寄与率 R2 = 0.0077。無相関検定 P値=0.232931）。
（ ２ ） 年齢と素図３－２ 補聴閾値と聴能マトリクステストの素点
図３－１ 裸耳閾値と聴能マトリクステストの素点
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点の関係
年齢ごとの聴能マトリクステストの素点を図３－３に示す。同一年齢区分内
に複数回施行した場合、その区分内の最高得点を解析に用いたため 50 児 114
回の記録が記載されている。区分間の比較で 50 児中 44 児は月齢が上がるにつ
れて、素点が向上していた。向上が認められなかった区分がある幼児 6 児のう
ち、同一の素点であったものが 3 児、1 点低下した児が 1 児、2 点低下した児
は 2 名だった。臨床上、本テストから他のオープンセットでの復唱による文聴
取検査への移行の目安を 35 点としていたため 40 点に至るまで実施できていな
い児もいた。3 歳台（3 歳 11 ヵ月まで）に 35/40 に達した児は 1 名（2 ％）、4
歳台（4 歳 11 カ月まで）に 35/40 に達した児は 11 名（22 ％）、5 歳台（5 歳 11
カ月まで）に 35/40 に達した児は 14 名（28 ％）、6 歳台以降の児は 11 名（22
％）、6 歳末段階 35/40 に達しなかった児は 10 名（20 ％）、35/40 には達してお
らず 6 歳未満の児が 3 名（6 ％）であった。5 歳台の割合が若干多いが、4 歳
台から 6 歳台で全体の 9 割を占めるとともに、各年齢ごとでは 2 割程度と均等
に分散していた。
素点 35/40 は臨床経験上から得られた数値であるが、既存の語音検査との併
用症例を検討することにより、この数値の妥当性や本テストの有効性について
検討する。
図３－３ 加齢にともなう素点の変化
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（３）67式 20単語了解度検査
67 式 20 単語了解度検査の正答数と本テストの素点の関係を図３－４に示
す。
両者の相関は認められなかった（ピアソンの積率相関係数、相関係数
r=0.0826、回帰直線 y=0.0511x+16.498、寄与率 R2 = 0.0079、無相関検定 P 値
=0.688026）。
（４）語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査
語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査の正答
数と本テストの素点との関係を図３－５に示す。両者は比較的高い相関が認め
られた（ピアソンの積率相関係数 , r=0.7009、回帰直線 y=1.0027x-10.892、寄与率 R2
= 0.4914、無相関検定 P=0.0000228）。臨床経験上、本テストから他のオープン
セットでの復唱による文聴取検査への移行の目安を 35 点としたが、本テスト
の素点が 35/40 以上の 20 例を抽出して両者の相関を分析したところ、強い相関
があるとはいえなかった（ピアソンの積率相関係数 , r=0.4049）。一方、34/40 以
下の 9 例を抽出しての分析では相関が認められた（ピアソンの積率相関係数、
r=0.6612）。
図３－４ 67式 20単語了解度検査と本テスト
- 32 -
第４節 考察
（１）裸耳閾値と素点、補聴閾値と素点、年齢と素点について
裸耳閾値と素点および補聴閾値と素点との相関は認められなかった。人工内
耳手術を受けた子どもの補聴閾値は平均して 30dBHL台（浅見ら , 2007; 柴田ら ,
2010）なることから、例えば裸耳閾値が 120dBHL の子どもの場合、人工内耳を
装用しているのか、補聴器を装用しているのかによって、補聴閾値は大きく異
なる。人工内耳装用児の場合、補聴器装用時に比較して良好な素点が得られる
場合も多い。また、補聴閾値と本テストの素点との相関が認められなかったこ
とで、素点は補聴閾値にも影響されていないことが示唆された。要因として、
単語了解度検査からスムーズに文聴取検査に移行できた児や単語レベルの聴取
評価段階の児には本テストを実施していないことや、全ての検査結果を検討し
たために 4 語文聴取が困難な低年齢児の結果も多く含まれていたことが原因と
考えられる。年齢との関係を検討した結果、ほとんどの幼児が月齢が上がるに
つれて、素点が向上していた。幼児の場合、検査への動機付けを高めたり、検
査態度を維持させるための工夫の有無が検査結果に反映することもある（森・
図３－５ CI2004幼児用文検査と本テスト
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熊井 , 2011）他、短期記銘の能力や注意集中の持続時間等は発達状況により個
人差があることから同じ補聴閾値であっても年齢を考慮する必要があることが
うかがわれた。
本テストから他のオープンセットでの復唱による文聴取検査への移行の目安
を 35 点としているが、35/40 に達した児は、3 歳台（3 歳 11 ヵ月まで）、4 歳台
（4 歳 11カ月まで）、5歳台（5 歳 11カ月まで）、6歳台以降と分類したとき、5
歳台の割合が若干多いが、4 歳台から 6 歳台で全体の 9 割を占めるとともに、
各年齢ごとでは 2 割程度と均等に分散していた。聴能マトリクステストは小学
校入学前の６歳くらいまでに 35/40 を達している子どもが多く占めていること
から、幼児を主対象とした聴能評価法の１つとして適当であることが推察され
る。幼児への適用にあたっては、子どもの集中の持続の問題等から実施時間や
実施の容易さを考慮すべきである。聴能マトリクステストが 3 歳台でも評価が
可能が子どもがいることは、実施時間が 5 分～ 10 分程度であり、肉声提示を
原則とした簡便なものであることや準備物もイラストシート 1 枚と記録用紙が
あれば済み、検査担当者の習熟性がほとんど問われないことも理由と考えられ
る。
（２）67式単語了解度検査から本テストへの移行について
67 式 20 単語了解度検査の正答数と本テストの素点には相関は認められなか
った。67 式単語了解度検査は各症例とも 1 回ずつしか施行できていないが、
翌回の評価時には、行動観察上、67 式 20 単語は全て正答できていると見なし
て実施しなかったためである。つまり、分析されたデータは、単語了解度検査
と本テストを同時に実施した最初で最後の検査結果であるといえる。
本テストは開発当初、「67 式 20 単語了解度検査がほぼ全問正答」となる児
を想定対象としたが、実際には 15/20 程度で本テストを併用し始めていたこと
や、67 式 20 単語了解度検査の正答数が 15 ～ 20 であっても、本テストは 15 ～
25 程度に分散していることがわかる。つまり、3語文で提示しても 1文あたり 2
語程度の正答しか得られない場合が多いことがうかがわれる。この結果により、
本テストは 67 式 20 単語了解度検査が 15/20 程度から実施可能であるが、1 語
ずつ提示して実施している段階から複数語の連続である文聴取検査への移行は
困難を伴う場合も多いことが確認できた。
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（３）語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査へ
の移行について
語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査の正答
数と本テストの素点には比較的高い相関が認められた。また、本テストの素点
が 35/40 以上では強い相関があるとはいえなかったが、34/40 以下では相関が認
められた。この結果から、本テストが 34/40 以下であれば、本テストの素点が
高ければ語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査
のキーワード正答数も多くなる傾向があるが、35/40 以上では必ずしも関係が
あるとはいえないことが確認できた。しかし、35/40 以上を示した児では、翌
回の聴能評価の際は、集中できる時間が長くないことやオープンセットによる
文聴取検査での評価に重点を置いたことなどにより本テストを実施していない
場合が多い。これらの児も継続して本テストを実施しておけばさらに詳細な分
析が可能なったことは否めない。実験ではなく、臨床的に収集されたデータを
検討した結果であるを踏まえておく必要があるが、少なくとも臨床場面におい
ては、本テストが 35/40 以上では、満点まで 5 点しかなく聴取状況の細かい変
化を把握しにくい本テストを引き続き実施していくよりも語音聴取評価検査
「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査をはじめとする他のオープ
ンセットの文聴取検査（田中 , 1989；大沼ら , 1987）に移行した方が聴取状況が
より細かく把握しやすいといえ、35/40 を本テストから他の評価法への移行ラ
インとした臨床経験上の目安の妥当性はあると考えられる。
語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査は 2 語
文～ 4 語文で構成されていて、何語文までであれば聴取正答ができているかを
みていくと児の発達の把握にも役立てられるが、キーワード正答数やその率だ
けで評価を行うと聴取能の実態が把握できにくい場合もあるが、本テストは何
語文聴取の段階かをより明確に把握することが可能といえる。さらに、オープ
ンセットの復唱による文聴取検査は、児の発音が不明瞭で検査者が聴取状況を
判別しにくい場面があるが、本テストはポインティングによる応答を基本とし
ているため、被検児の聴取状況を把握しやすい。このような点をふまえると、
本テストは、単語了解度検査を施行する段階から復唱による文聴取検査を施行
する間に実施することを念頭に置くことで、既存の語音検査と併用により相互
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補完的に聴覚障害幼児の聴取能の発達評価を把握するためのツールのひとつと
して有効であると思われる。
（４）まとめ
本研究において、67 式 20 単語了解度検査が 15/20 以上となった場合、聴能
マトリクステストを併用することが考えられるとともに、聴能マトリクステス
トからオープンセットの文聴取検査である語音聴取評価検査「CI2004（試案）」
の幼児用オープンセット文検査への移行ラインの 35/40 の妥当性が認められた。
以上から、聴能マトリクステストは、既存の語音検査との併用することで相互
補完的に子どもの聴取能の評価が行えることが可能で、単語了解度検査から文
聴取検査の「間」の評価法としての有効性が認められた。
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第４章 聾学校における補聴時の
聴能評価（語音検査）の実施状況
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第１節 目的
特別支援教育では子どもの発達の状態を様々な方法で評価・把握し、個別に
指導計画を立案して、関係機関と連携を図りながら教育を行っていくことが求
められている。アセスメントが重要視されるようになり、子どものより適切な
実態把握と指導計画の立案がされるようになってきたことで、各種の検査や評
価が積極的に活用されるようになってきた（杉田ら , 2012）。聴覚障害児教育の
場合、補聴器（あるいは人工内耳）装用時の聴き取りの評価は、支援方法に大
きく関係し、必要不可欠となっている。
教育上、子どもの聴能を評価するには、日常生活での観察、防音設備を備え
た聴能室などでの語音検査による評価、本人による自己評価などが考えられる
（須藤 , 1996; 佐藤 , 2001; 加藤・星名 , 2005）。中でも語音検査（日本聴覚医学会 ,
2003; 山下 , 2009; 細井 , 2009; 山下・松平 , 2008）による評価は、客観的であると
ともに経年変化を把握しやすいこともあり、教育機関においても比較的使用さ
れている。言語習得途上の聴覚障害児の場合、成人を対象とした語音検査の方
法をそのまま当てはめることには無理が生じ、小児を対象とした評価法の作成
が試みられてきた（大沼 , 1988; 高橋・高橋 , 1992; 大沼 , 1994; 中山ら , 2000）。言
語習得段階である幼稚部から小学部低学年の時期は、聴能の発達や言語の発達
が著しいにもかかわらず、国内の教育機関を対象とした語音検査に関する研究
はほとんどないことから、その実施状況はほとんどつかめていなかった（中瀬
・中井 , 2000; 中瀬 , 2004）。そこで、聴覚障害児教育の専門機関である聾学校の
幼稚部・小学部低学年段階での補聴時における聴能評価（語音検査）の実施状
況と問題点を把握するためにアンケート調査を行い考察した。
また本調査に聴能マトリクステストに実施状況に関する質問項目を加え、全
国の聾学校で本テストの実施状況や実施する教員が感じている課題などの実態
把握を行った。
第２節 方法
（１）対象
全国聾学校長会に所属し、全国特別支援学校長会名簿に記載されている聴覚
障害児を対象とする特別支援学校（以下、聾学校）のうち、幼稚部・小学部が
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設置されている 86 校（東日本大震災の影響を考慮し、東北地区の聾学校 14 校
を除く）を対象校とした。そして、対象校の幼稚部および小学部の聴能担当者
（聴能に関わる業務を行っている者）、聴能の評価を学級担任が行っている場
合は担任に回答を依頼した。
（２）方法と内容
2011 年 3 月に全国聾学校長会のメーリングリストを通じて各校に周知し、
その後郵送によりアンケートを実施し、3 月末から 4 月上旬に回収した。対象
は、４～５歳児、小学部低学年とした。
アンケートでは、それぞれの語音検査の実施の有無と実施頻度（年に３回以
上、年に２回くらい、年に１回くらい）について、該当するものをチェックす
る形式で行った。選択肢として示した語音検査を表４－１に示す。
他に検査ごとの実施頻度、施行時間、学校独自あるいは表４－１に示した以
外の検査の実施の有無、語音検査実施上の課題について調査した。
表４－１ 選択肢として示した語音検査
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第３節 結果
（１）回収率と語音検査実施状況
幼稚部設置校 64 校（回収率 74%）、小学部設置校 61 校（同 72%）から回答
があったが、対象児が在籍していない学校が幼稚部設置校 2校、小学部設置校 1
校あった。回答用紙に「語音検査を実施していません」等と明記してあった学
校が幼稚部設置校 7 校、小学部設置校１校あった。また、未記入での返送が幼
稚部設置校 7 校、小学部設置校 9 校あり、語音検査非実施あるいは記入漏れが
疑われたが、集計にあたっては「語音検査非実施校」として扱った。
その結果、何らかの語音検査を実施している学校は、４～５歳児で 62 校中 48
校（78％）、小学部低学年で 60校中 50校（83％）であった。
（２）実施されていた語音検査
それぞれの年齢段階で実施されていた語音検査を実施校の多い順に示す（図
４－１、４－２）。
図４－１ 実施状況（４～５歳児）
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４～５歳児段階で最も多く実施されていたのは「67-S 語音明瞭度検査」で、
語音検査実施校の約 48%にあたる 23 校の学校で実施されていた。次いで、
「TY-89 幼児用３音節単語了解度検査」が 21 校、以下、「67 語表の 20 単語了
解度検査」(18 校)、「TY-89 幼児用２音節単語了解度検査」(16 校)、「TY-89 日
常生活文」（9 校）であった。
小学部低学年段階は、「67-S 語音明瞭度検査」が 31 校で、語音検査実施校の
62%の学校で実施されていた。次いで、「67語表の 20単語了解度検査」と「TY-89
幼児用３音節単語了解度検査」が 22 校で実施され、以下、「TY-89 幼児用２音
節単語了解度検査」（13校）、「TY-89 日常生活文」（12校）、「5 sounds test」（10
校）が多かった。
４～５歳児、小学部低学年ともに、単音節の明瞭度検査と単語了解度検査を
中心に実施していることがわかった。
聴能マトリクステストを実施している学校は幼稚部で 10 校、小学部で 8 校
だった。幼稚部では、回答校の 16 ％、語音検査実施校では 21 ％、小学部では
回答校の 15 ％、語音検査実施校では 18 ％だった。
図４－２ 実施状況（小学部低学年）
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（３）語音検査の組み合わせ
４～５歳児で語音検査を実施していた 48 校中、2 つ以上の検査を実施して
いると回答があったのは 40 校だった（1 つのみ実施 3 校、不明 5 校）。また、
小学部低学年では 50 校中 39 校だった（1 つのみ実施 4 校、不明 7 校）。４～５
歳児の語音検査の組み合わせを表４－２に、小学部低学年の組み合わせを表４
－３に示す。（表中の左端列にそれぞれの年齢で実施している語音検査を実施
順で１位から５位までを示し、各列の横にその語音検査と組み合わせて実施し
ている語音検査を多い順に５つ示した。数値は実施している学校数を示す。）
４～５歳児では、「67-S 語音明瞭度」を実施していた 23 校のうち、13 校で
「67 語表の 20 単語了解度検査」を組み合わせて実施していた。また、「TY-89
幼児用３音節単語了解度検査」を実施している 21 校中 14 校で「TY-89 幼児用
２音節単語了解度検査」を併用していた。単音節の明瞭度検査と単語了解度検
査の組み合わせ、あるいは３音節の単語了解度検査と２音節の単語了解度検査
の組み合わせが多く実施されていることがわかった。
小学部低学年では 31校で実施していた「67-S語音明瞭度」は、「67 語表の 20
単語了解度検査」あるいは「TY-89幼児用 3 音節単語了解度検査の組み合わせ」
との組み合わせて実施している学校がそれぞれ 16 校あり、単音節の明瞭度検
表４－２ ４～５歳児の語音検査の組み合わせ
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査実施校の半数以上は単語了解度検査を併用していることがわかった。
（４）実施頻度
幼稚部４～５歳児と小学部低学年のそれぞれで多く実施されていた上位３位
までの語音検査の年間実施頻度を図４－３、図４－４に示す。
図４－３ 語音検査の年間実施頻度（４～５歳児）
表４－３ 小学部低学年の語音検査の組み合わせ
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図４－４ 語音検査の年間実施頻度（小学部低学年）
どの語音検査も４～５歳児、小学部低学年ともに、年１回の実施が最も多か
った。「67-S 語音明瞭度検査」を４～５歳児で実施している学校の７割弱（67
％）で年 1回の実施だったが、小学部低学年では約 45%が年間２回以上となり、
単音節の明瞭度検査の実施頻度が増加していた。「TY-89 幼児用３音節単語了
解度検査」は、４～５歳児で年 1回 70 ％、小学部低学年で年１回 73％だった。
（５）検査実施時間
検査に要する時間について尋ねた結果を図４－５に示す。“４～５歳児”は 10
分程度が多く、“小学部低学年”では 20 分程度が多いことがわかった。幼児や
低学年児童がことばの聴き取り検査を行うために集中できる時間は長くないこ
とを反映した結果といえる。
図４－５ 検査実施時間
- 44 -
（６）独自の語音検査等の有無
本調査が小学校低学年以下の子どもを対象としていることから、各学校で独
自の語音検査リストなどを作成している学校も多く、４～５歳児では 13校（27
％）、小学部低学年で 14 校（28 ％）で作成していた。主なものを表４－４に
示す。子どもの発達段階にあわせた語彙で構成した単語了解度検査や、学校生
活上で使用する文表現や韻律パターンにより聴取状況を把握するための語リス
トなどが作成・活用されていた。
表４－４ 独自の語音検査例
１．韻律パターンによる検査
・母音の弁別の聴取状況を把握する検査
・音節数のパターンによる検査
・単語パターンによる検査
２．身近な生活で使用する単語で構成した了解度検査
・動物の名称による検査
・文房具の名称による検査
・国語の教科書より単語を抜粋して作成した検査
３．簡単な日常生活文による検査
（６）実施上の課題
検査を実施するに当たっての課題の有無について尋ねたところ、語音検査を
実施していて課題に感じることがあると回答したのは、４～５歳児で 21校（44
％）、小学部低学年で 23校（46％）だった。自由記述欄に記入があったのは、
４～５歳児 14 校、小学部低学年 19 校だった。記述内容から「実施方法に関す
る課題」と「結果の解釈や活用に関する課題」に分類した。図４－６に４～５
歳児の結果、図４－７に小学部低学年の結果を示す。４～５歳児では「実施方
法に関する課題」をあげているのは 10 校（72 ％）で、「結果の解釈や活用に
関する課題」は 2 校（14 ％）、両方をあげているのは 2 校（14 ％）だった。ま
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た、小学部低学年では「実施方法に関する課題」が 12 校（63 ％）、「結果の解
釈や活用に関する課題」が 5 校（26 ％）、両方が 2 校（11 ％）だった。
「実施方法に関する課題」の主な自由記述を表４－５、「結果の解釈や活用
に関する課題」の主な自由記述を表４－６に示す。「実施方法に関する課題」
は、さらに（１）どのような検査法を用いるかという「検査法の選定」、（２）
検査場面でみられる子どもの反応や対象とする子どもによって生じる課題（「検
査場面・子どもの様子」）、（３）検査法が分からなかったり、検査材料が存在
しなかったりすることから生じる課題（「検査法の不足」）、（４）検査を実施
する時間や担当者の確保の課題（「実施時間・担当者」）に分類できた。
また、「結果の解釈や活用に関する課題」は４～５歳児、小学部低学年に分
けたが、ともに評価で得られた結果を日常の指導への活用法についての記述が
多かった。
図４－６ ４～５歳児段階の実施上の課題
図４－７ 小学部低学年段階の実施上の課題
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表４－５ 実施方法に関する課題の主な自由記述
１．４～５歳児
（１）検査法の選定
・子どもの生活に即した語音検査。
・同じ検査（リスト）を繰り返し行うときに、行う順番に迷ったり、時間
が足りなかったりすることが多い。
・どのような検査をどのような児童に組み合わせて行えばよいか。
（２）検査場面・子どもの様子
・純粋に音を聞き取るというより、想像して答えている。
（３）検査法の不足
・較正された補聴器機能測定用のノイズ音源。
・簡単な文章（2語文とか）がほしい。
（４）実施時間・担当者
・検査の時間がとれない。聴能専任がいない。
２．小学部低学年
（１）検査法の選定
・子どもの発達・聴力・言語力等にあわせた実施とその評価。
・どのような検査をどのような児童に組み合わせて行えばよいか。
・誰もが検査できるようなものにならないか。
・系統だった語音検査を個々に応じて行っていきたいと思いながら、でき
ずにいる。共通した検査の選び方があればと思う。
・CD音源の聴き取りが難しい子どもの場合の評価方法をどうするか。
（２）検査場面・子どもの様子
・被検者の体調や集中力の有無によって結果が大きく変化する。時間帯に
よって変わる。
・聴力が重度の子どもには語音検査自体が難しい。
・他の障害を併せ持つ児童対象の語音検査の選択がむずかしい。
（３）検査法の不足
・TY-89 以外の日常生活文を作成したいが、こういった検査文を作成する
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ノウハウがない
・雑音負荷の方法
・雑音負荷した語音弁別検査の手順の明確化。
・雑音負荷による測定の方法が正しいかどうか不安
（４）実施時間・担当者
・担当者が変わったり、時間がとれなかったりして、継続的な評価まで難
しい。
・検査者が変わると検査のやり方が弱冠変わってしまい、検査結果の正当
性がどれくらいあるのか疑問に感じる。
表４－６ 結果の解釈や活用に関する課題の主な自由記述
１．４～５歳児
・教員の理解をどのように得るか、どのように指導に生かすか？
・日常生活の子どもの状態から考えられる結果の解釈と検査結果を日常生
活の中にどう活かしてゆくかを親や担任に説明していくこと。
・毎回結果が変わると言うこともあるが、そのようなときの評価をどう行
えばよいか
２．小学部低学年
・日常生活の子どもの状態から考えられる結果の解釈と検査結果を日常生
活の中にどう活かしてゆくかを親や担任に説明していくこと。
・検査結果をどのように集計すればよいのか、集計表作成の観点（どこが
どのように伸びたのかを知る）。集計を元に今後の課題、指導につなげ
るような分析に導くにはどうしたら良いのか？
・評価を指導に活かすこと。
・評価の仕方が難しい。
・語音検査が国語の学習に役立てばよいと考えるが。
・言語面の発達をどう加味して評価するか。
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（７）聴能マトリクステストの周知状況
「聴能マトリクステスト」は聾学校の聴能担当者にどれくらいを知られてい
るかを調べた（図４－８、図４－９）。回答を得られた学校のうち、幼稚部聴
能担当者の約 39 ％、小学部聴能担当者の 46 ％が「知っている」と回答した。
語音検査実施校で見ると幼稚部では 48 校中 25 校（52 ％）、小学部では 50 校中
28 校（56 ％）で半数以上の担当者が知っていた。
未記入 知っている
9（１４％） ２５（39%）
知らない
３０（47%）
図４－８ 幼稚部での周知状況
未記入
６（１０％） 知っている
２８（46%）
知らない
２７（4４%）
図４－９ 小学部での周知状況
（８）聴能マトリクステストの実施状況
「聴能マトリクステスト」を実施している学校は幼稚部で 10 校、小学部で 9
校だった。幼稚部では、回答校の 16 ％、語音検査実施校では 21 ％、小学部で
は回答校の 15 ％、語音検査実施校では 18 ％だった。
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（９）聴能マトリクステストに対する意見
自由回答による意見を表４－７に示す。意見は「活用上の利点」、「課題」、
「改善への期待」に分類できた。「活用上の利点」としては子どもの状態に応
じてアレンジを加えることが可能な本テストの特徴を反映した意見が多かった
が、検査方法が厳格化されていないことへの不安などが「課題」としてあげら
れていた。その結果、実施方法や検査リストの改善への「期待」があった。
表４－７ 聴能マトリクステストに対する意見
１．活用上の利点
・手がかりがあり子どもの負担感も少なく良い検査だと思います。指導者にとっても指針とな
るものだと思う。
・表出の難しい重複学級生徒にも今年度実施してみました。絵シートがあるのでポイントでき
るので聴能マトリクスは 使用できました。それぞれの生徒の４語文の聞きとり方が、実生活
の様子と結びついていて興味深い結果でした。
・マトリクスを１枚ずつカードにしておくと、実態に応じて、２段にしたり２列にしたりして、
段階をふんで練習ができる。
・「おじいさん」と「おじさん」、｢おばあさん｣と｢おばさん｣などリズム、アクセント、モーラ
数など短文の聞きとりにおいて何を手がかりに聞きとるのかを検査し学習に結びつけられる。
・マトリクステストの検査結果を集計するにあたり、より細かく｢伸び｣を評価できるのではな
いかと考え、参考になるかどうかわかりませんが、独自作成表を送らせていただいています。
２．課題
・話す速さの基準が主観で行われています。
・数唱の聞きとりがどこの部分にあるかで正誤がかなり変わってくるようです。
３．改善への期待
・工夫すべき点は、どのような言葉を選ぶか、ポインティングか人形などの操作など検査方法
の検討などあると思います。
・語表がもう少し増えれば、子どもの興味に合わせて実施できると思う。
・CD 音源があれば客観的な評価ができるか もしれません。
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第４節 考察
（１）実施状況について
幼稚部および小学部が設置されている聾学校 86 校（東日本大震災の影響を
考慮し、東北地区の聾学校 14 校を除く）を対象に補聴時の語音検査の実施状
況についてのアンケート調査を実施し、７割を超える学校から回答が寄せられ
た（４～５歳児で 78 ％、小学部低学年で 83 ％）。先行研究（本調査と回答状
況や設問が多少異なる）と比較すると、1999 年度の調査の 63 ％（中瀬・中井 ,
2000）、2004 年度の調査（中瀬 , 2004）の幼稚部段階で 77 ％、小学部低学年段
階 64 ％に比べ、実施率の向上が認められた。特に小学部低学年段階での向上
が顕著だったことが明らかとなった。要因として、各地域の教育オーディオロ
ジー研究協議会や日本教育オーディオロジー研究会の活動が考えられる。1999
年 8 月に近畿教育オーディオロジー研究協議会が発足し、その後全国各地に地
域を対象とした教育オーディオロジーの研究組織が設立された。2004 年には
日本教育オーディオロジー研究会が組織されたことにより、聾学校等の教員に
対しての地域密着型の講習会とともに、地域の教育オーディオロジー研究協議
会の中心的な教員のレベルアップを図るための上級講座も開催されるなど講習
会の内容が充実し、その中で語音検査や聴能評価にかかる講座が積極的に設け
られたことによる効果と考えられる。2013 年度の日本教育オーディオロジー
研究会第 10 回上級講座のプログラムの一部を図４－１０に示す。
9:50-11:50 選択講座１
・「乳幼児支援と教育オーディオロジー」 ・「発達障害と APD」
・「教育研修・教育オーディオロジー研修」 ・「発音・発語学習」
14:20-16:20 選択講座２
・「語音を用いた聴能の評価」 ・「補聴器の音を録音しよう」
・「地域支援と教育オーディオロジー」 ・「RECDと実耳測定」
図４－１０ 日本教育オーディオロジー研究会上級講座プログラム
（2013 年 9 月 22日 第 10 回上級講座 於 東京大学）
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（２）実施内容について
４～５歳児では 83 ％（48校中 40校）、小学部低学年で 78％（50 校中 39 校）
で複数の語音検査を実施し、複数の評価法によるテストバッテリーを組んでい
ることが明らかとなった。今回の調査からは幼稚部４～５歳児段階、小学部低
学年段階、いずれも単語了解度検査と単音節の語音明瞭度検査の組み合わせが
中心であったが、言語習得途上の幼少期であること、１回の検査実施時間が 10
～ 20 分であることを考えると、単語レベルでの聴取検査と CD 化されていて
比較的実施しやすい単音節の語音明瞭度の検査を併用する傾向になったと思わ
れる。
今回の調査では対象児の年齢で実施する語音検査の相違の有無を把握するた
めに４歳～５歳児段階と小学部低学年段階に分けて調査したが、各段階で実施
している語音検査の種類に大きな違いは見られなかった。特に上位５検査は全
く同じ順位であることから、現在の聾学校幼稚部・小学部（低学年）で実施さ
れている語音検査はこの５種類がほとんどであることが推察される。成人対象
に開発された語音検査リストの幼児への適用の困難さは以前からも指摘され、
検査語に用いられる単語リストは幼児にとって親密度が高く，音声学的にバラ
ンスがとれていることが望ましいことから（須藤 , 1996; Geers, 1994）、幼児向け
の語音検査作成の試みがなされてきた（大沼 , 1988; 高橋・高橋 , 1992; 大沼 ,
1994; 中山ら , 2000; 森・熊井 , 2011）が、今回の調査からは成人対象の既存の語
音検査も多く使用されていることが判明した。
日常生活での聴取状況を把握するためには短文の聴取検査も欠かせない（射
場ら , 2011）が、調査からは、短文の聴取検査はあまり実施率が高いとはいえ
ない傾向も見られた。比較的多く活用されていたのは TY-89 の日常生活文（田
中 , 1989）で、CI2004の短文の聴取検査（日本人工内耳研究会 , 2004）も数校で
用いられていた。短文の聴取検査の実施率が高くない原因として、短文を用い
た語音検査の存在があまり知られていないことや、１回の検査実施時間が短い
ために優先順位として上位に上がってこなかったことなどが推測される。さら
に、検査装置を購入する予算が確保しにくいことも考えられる。CI2004 は検査
項目の種類が豊富で CD 化もされているのにもかかわらず、回答として上がっ
ている学校数が少なかったことからも同検査を購入している学校が少ないこと
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がうかがわれる。
聴能マトリクステストの周知並びに実施状況に関しては、実施するための必
要なイラストシートや記録用紙などのデータを無償配布したこともあり、回答
校の 4 割程度でその存在が知られていた。また実際に語音検査を実施している
学校だけに絞ると過半数以上に周知されていた。最近の聾学校での活発な人事
異動の状況から考えると、比較的多くの学校で知られているといえる。しかし、
実際に活用しているのは 20 ％弱だった。これは、他の語音検査を優先して実
施し、「必要に応じて」活用されていることがうかがえる。幼稚部では単語了
解度検査の実施が多く、文聴取検査の割合が少なかったことを考えると、「聴
能マトリクステスト」を文聴取検査の最初の検査（導入用）として活用してい
ることが推測される。また、小学部では語音明瞭度検査の他に「TY-89 日常生
活文検査」も使用されていることから、日常生活文などの文聴取検査と併用さ
れていると思われた。
（３）実施上の課題について
実施上の課題を「実施方法に関する課題」と「結果の解釈や活用に関する課
題」に分類した。さらに①どのような検査法を用いるかという「検査法の選定」、
②検査場面でみられる子どもの反応や対象とする子どもによって生じる課題
（「検査場面・子どもの様子」）、③検査法が分からなかったり、検査材料が存
在しなかったりすることから生じる課題（「検査法の不足」）、④検査を実施す
る時間や担当者の確保の課題（「実施時間・担当者」）に分類した。
「子どもの発達・聴力・言語力等にあわせた実施とその評価」や「どのよう
な検査をどのような児童に組み合わせて行えばよいか」といった記述からは、
子どもの聴取状況を把握し教育に活かす指標を得るための検査という教育的側
面から語音検査を行っていることがわかる。様々な聴力や言語力、発達状況の
子どもが在籍する聾学校では、既成の語音検査の実施方法の工夫だけでは対応
が困難な場合もある。解決策の一つとして独自の語音検査を作成し実施してい
る学校が３割弱存在していたことは注目したい。母音のパターンでの聴き分け
を行う単語リストをはじめ、学校生活でよく使用する語から選択した単語リス
トや国語の教科書に掲載されている語から選択した学年別のリストなど、在籍
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する子どもにとって親密度が高い語で構成したものが多かった。
聴能マトリクステストに対する意見を「活用上の利点」「課題」「改善への
期待」に分類したが、利点の面では、子どもの負担が少ないことや実生活を反
映している結果が得られること、「伸び」を評価できる、といった開発当初の
目的に合致した意見も見られ、開発趣旨が達成されていることが示唆された。
本テストは検査者が子どもの状態にあわせて自由にアレンジができるようにし
ている。その結果、「課題」や「改善への期待」に分類したように、アレンジ
が自由度が高いことにより、検査者によって方法が異なってしまうことにもな
りやすいことや、CD化やリストの追加を望む声が生じてくる結果となったが、
単語了解度検査から文聴取検査への「移行期」に実施するという位置づけや子
どもの聴能発達を把握するツールの一つであることを明確にすることによっ
て、限定的ではあるが効果的な活用ができるのではないかと思われる。
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第５章 聴能マトリクステストの事例検討
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第１節 目的
聴能マトリクステストの実践的な活用を事例から検討する。第４章では少な
くとも６ヵ月程度の間隔での実施結果を基に検討を行ったが、聴取能の変化を
さらに細かく把握する必要が教育現場で必要となる。そこで、本研究では、聾
学校幼稚部で短い間隔（原則として１～３ヵ月程度）で実施した結果から、事
例ごとの変容を分析し、聴能マトリクステストの教育現場での活用の有効性を
検討する。
第２節 対象
Ａ聾学校幼稚部で指導または支援児の中から、同一学年の幼児 14 児を抽出
し、その聴能マトリクステストの実施結果（実施総数 67 回）を検討した。実
施期間は 2012 年 9 月～ 2014 年 7 月であった。14 児の内訳は男児 6 名、女児 8
名で、人工内耳装用児は 4 名、他は補聴器装用児であった。裸耳良聴耳平均聴
力レベル（4 分法）は、44dBHL ～ 114dBHL と広範囲に分散していた（表５－
１）。検査実施時の年齢は 3 歳 5 カ月～ 5 歳 8 カ月。重複障害学級在籍児は除
外した。当該学年集団を抽出したのは、同一学年重複障害児などを除外しても、
指導または支援を行っている人数が比較的多いことと、聴能マトリクステスト
の実施頻度を多く設定することができた学年のため、年齢経過による変化を把
握しやすいと考えたためである。当該学年の指導・支援児は 22 名だが、重複
障害がある幼児や 5 歳児段階において聴能マトリクステストを実施していない
幼児 5 名と、途中入学でデータ数が少ない 3 名を除いた 14 名を対象とした。
表５－１ 対象児の裸耳聴力レベルと補聴閾値
裸耳良聴耳平均聴力 良聴耳平均補聴 人工内耳装用
レベル（４分法） 閾値（４分法）
Ａ児 43.8 dBHL 21.3dBHL
Ｂ児 43.8 20
Ｃ児 57.5 26.3
Ｄ児 114 35 人工内耳
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Ｅ児 55 32.5
Ｆ児 130 30 人工内耳
Ｇ児 61.3 27.5
Ｈ児 53.8 31.3
Ｉ児 62.5 35
Ｊ児 92.5 36.3 人工内耳
Ｋ児 73.8 36.3
Ｌ児 87.5 41.3
Ｍ児 77.5 41.3
Ｎ児 102.5 25 人工内耳
第３節 事例
（１）全体的傾向
14 児全員の「年齢と素点」の関係を図５－１に示す。第４章で明らかとな
った本テストから他の評価法への移行ライン 35/40 で分類を行うと、3 歳台（3
歳 11 ヵ月まで）に 35/40 に達した児は 3 名（Ａ児～Ｃ児）、4 歳台（4 歳 11 カ
月まで）に 35/40 に達した児は 9 名（Ｄ児～Ｌ児）、5 歳台（5 歳 11 カ月まで）
に 35/40 に達した児は 2名（Ｍ児・Ｎ児）だった。
図５－１ 14児の加齢に伴う素点の変化
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（２）３歳台で素点が 35以上となった児（A児～ C 児）
【A 児】2 歳 10 ヵ月で 67 式単
語了解度検査が 85 ％、3 歳 1 ヵ
月で聴能マトリクステストを 2
語提示で 19/20 となっていた。3
歳 5 ヵ月時の素点は 3 語提示の
もので、その後は 4 語提示で行
っている。
【B 児】2 歳 11 ヵ月で 67 式単
語了解度検査 95 ％。3 歳 1 ヵ月
で聴能マトリクステスト 2 語提示
20/20 だったが、 3 語提示にする
と注意が持続せずほとんど答えら
れなかった。3 歳 5 ヵ月時は 3 語
提示で 21 だったが、1 ヵ月後の 3
歳 6 ヵ月では 32/40 となった。3
歳 11ヵ月で初めて CI2004 幼児用文検査を実施し、26/32(81％)だった。
【C 児】3 歳 2 ヵ月で 67 式単
語了解度検査が 95 ％となった。3
歳 4 ヵ月で聴能マトリクステスト
2 語提示を実施し 19/20、3 歳 6 ヵ
月に 3 語提示で 20/30、3 歳 7 ヵ月
で 27/30 となり、3 歳 9 ヵ月から 4
語提示に移行した。4 歳 1 ヵ月で
CI2004 幼児用文検査で 25/32( 78
％)、4歳 3 ヵ月では同検査 30/32(94％)となっている。
図５－２ A児の変化
図５－３ B児の変化
図５－４ C児の変化
- 58 -
（２）4 歳台で素点が 35以上となった児（D児～ L児）
【D 児】3 歳 4 ヵ月で 67 式単
語了解度検査が 95 ％、3 歳 5 ヵ
月で聴能マトリクステスト 3 語提
示で 21/30 だった。その後、家庭
事情により登校が困難だったた
め、次の実施までに 6 カ月が経過
している。2 回目の実施で素点が
35 点以上となった。他児同様に
短い期間で実施していれば 3 歳台で素点が 35 以上に達していたかもしれない
と推察される。この時の CI2004幼児用文検査は 26/32(81 ％)となった。
【E 児】D 児同様、2 回の実施
で素点が 35 点以上となっている。
その間、4 カ月経過しているため、
短い期間で実施していれば 3 歳台
で素点が 35 以上に達していたか
もしれないと推察される。3 歳 2
ヵ月で 67 式単語了解度検査が 85
％となっていた。3 歳 9 ヵ月で聴能マトリクステスト 3 語提示で 23/30、CI2004
幼児用文検査 15/32(47 ％)、4歳 2 ヵ月で同検査 27/32(84 ％)となった。
【F 児】裸耳良聴耳聴力は 114dB
で、人工内耳装用を装用している。
人工内耳手術 1 歳 5 カ月である。
術後 1 年 7 か月の 3 歳 0 ヵ月の 67
式単語了解度検査で 100 ％、聴能
マトリクステスト 3 語提示を 3 歳
10 カ月で初めて実施し 24/30。 4
カ月後の 4 歳 2 カ月では 4 語提示
図５－５ D児の変化
図５－６ E児の変化
図５－７ F 児の変化
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で実施し、素点が 35 に到達した。CI2004 幼児用文検査 28/32(88 ％)になった。
【G 児】3 歳 6 ヵ月で 67 式単
語了解度検査 70 ％。人工内耳装
用児で、手術時年齢は 2 歳 4カ月。
生後 1 年過ぎで中途失聴した児で
ある。2 回目の実施で素点 34 ま
で向上した（術後 1 年 9 ヵ月）。
CI2004 幼児用文検査は 21/32( 66
％)だった。4 歳 4 ヵ月での聴能
マトリクステストは 32 に低下し、CI2004 は 63%だった。4 歳 5 ヵ月で CI2004
が 91%となった。その後、しばらくの間、諸事情で来校できず、聴能マトリク
ステストは実施できていない。その後の聴能評価は、文聴取検査をおこなって
いる。
【H 児】4 歳 1 ヵ月～ 2 カ月の
間に飛躍的に向上した事例であ
る。3 歳 8 カ月での 67 式単語了
解度検査は 80 ％で、3 歳 10 カ月
の聴能マトリクステストの 2 語呈
示で 19/20、3 語呈示でも 19/30 だ
った。4 歳 1 カ月時は幼稚部 3 歳
児の 5 月で、幼稚部に入学し、半
日保育であった 5 月上旬から終日保育に移行したばかりの時だったが、4 歳 2
カ月時はその後生活に慣れてきたころで、音声言語コミュニケーションが活発
化してきた時期と一致している。4 歳 5 カ月で初めて実施した CI2004 幼児用文
検査は 27/32（84％）だった。
図５－８ G児の変化
図５－９ H児の変化
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【I 児】3 歳 6 カ月の 67 式単語
了解度検査が 100 ％。3 歳 9 カ月
に聴能マトリクステストの 2 語呈
示 20/20 だったが、3 語呈示は注
意が持続せず途中中止となった。3
歳 10 カ月で 25/30 となり、その年
の 4 月（3 歳 11 カ月）幼稚部 3
歳児学級に入学した。4 歳 1 カ月
で 30/30、4 歳 2 カ月で初めて 4語呈示を行い、40/40だった。4 歳 8 カ月の CI2004
幼児用文検査で 31/32（97％）だった。
【 J 児】 67 式単語了解度検査
は、3 歳 5カ月 65％、3歳 7カ月 60
％、3 歳 9 カ月 65 ％とあまり変
わらない状況が続き、3 歳 10 カ
月で 85 ％となった。このときの
聴能マトリクステスト 3 語呈示で
17/30 だった。J 児は、4 歳 4 カ月
までは 20 点前後であったことか
ら連続 2 語聴取の時期が続いていたが、その後少しずつであるが確実に向上し
ていった。4 歳 8 カ月に 34/40 になったが、CI2004 幼児用文検査は 9/32（28 ％）
だったが、4 歳 11 カ月のときは 28/32（78 ％）となった。聴能マトリクステス
トも実施したが 38/40 だった。初めての実施からおよそ 1 年後に素点が 35 以上
となった。
【K 児】3 歳 4 カ月での 67 式単語了解度検査は 55 ％、3 歳 6 カ月で 80 ％と
なり、3 歳 9 カ月で聴能マトリクステスト 2 語呈示が 15/20、4 歳 1 カ月で 3 語
呈示を初めて実施し 25/30 だった。4 歳 3 カ月から 4 語呈示で行った。このと
きの CI2004 幼児文検査は 24/32（75 ％）だったが、3 語文までの聴取だった。4
図５－１０ I児の変化
図５－１１ J児の変化
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歳 7 カ月での CI2004 幼児用文検
査は 23/32（72 ％）であまり変化
が見られなかったが、4 歳 10 カ
月で聴能マトリクステストが
36/40 となったときは 28/32（ 88
％）まで向上した。なお、本児
は人工内耳装用児で、手術時年
齢は 1歳 11カ月だった。
【L 児】4 歳 2 ヵ月で 67 式単語
了解度検査が 90 ％。4 歳 5 ヵ月
の時の初めて聴能マトリクステス
トを 3 語提示で実施し 24/30 だっ
た。4 歳 6 ヵ月で 4 語提示で行い
29/40、4 歳 7 カ月までは連続 3 語
聴取の時期といえる。4 歳 8 ヵ月
では聴能マトリクステストは素点
35 に達したが、初めて実施した CI2004 幼児用文検査は 11/32(34 ％)だった。そ
の後 5歳 0ヵ月で 18/32(56 ％)となっている。
（３）5 歳台で素点が 35以上になった児（M 児・N児）
【M 児】4 歳 3 ヵ月の 67 式単
語了解度検査は 75 ％で、初めて
実施した聴能マトリクステスト 3
語提示は 22/30 だった。4 歳 11 ヵ
月で CI2004 幼児用文検査を初め
て実施したが 9/32(28 ％)で 1 文に
つき 1 語～ 2 語程度が聴取できる
状態だった。4 歳台半ばから 5 歳
初めにかけては素点 30 前後が続き、これまでの事例でみられたように、実施
図５－１２ K児の変化
図５－１３ L児の変化
図５－１４ M児の変化
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のたびに向上あるいは同程度ではなく、一部下降しているときもみられた。そ
のため、文聴取検査は実施せず、再び 34/40 となった 5 歳 5 ヵ月で実施したと
ころ 19/32（59 ％）に留まっていた。文聴取検査の聴取能も上下し、5 歳 7 ヵ
月で 15/32（47％）、5 歳 8ヵ月で 14/32（44％）、5 歳 9ヵ月で 22/32（69％）、5
歳 10 ヵ月で 13/32（41 ％）、6 歳 0 ヵ月は 19/32（59 ％）だった。評価場面の記
録には、「注意が持続しにくい」と記録されていることが多く、検査文 10 文の
中でも 4 語聴取ができる時と 2 語程度にとどまる時が混在している。連続 4 語
聴取する必要がある本評価法は注意持続の状態が結果を左右することが見られ
る。
【N 児】人工内耳装用児で手術
時年齢は 3 歳 2 カ月。手術後 1 年
8 カ月後の 4 歳 10 ヵ月で 67 式単
語了解度検査が 65 ％となり、 4
歳 11ヵ月で 85％となった。5歳 1
ヵ月で聴能マトリクステスト 3 語
提示を初めて実施し、22/30、5歳 4
ヵ月で 4 語提示で行い 21/40 だっ
た。5 歳 6 ヵ月の時は 4 語提示は集中しにくく、3 語提示で行ったが 20/30 だっ
た。しかし、5 歳 7 ヵ月で 4 語提示で 36/40 になると、その後は安定するよう
になった。5 歳 9 ヵ月で CI2004 幼児用文検査を初めて実施したが 6/32（19 ％）
と困難な状態を示した。しかし、6 歳 0ヵ月で 14/32（44％）、6歳 2ヵ月で 22/32
（69％）と向上する傾向がある。
第４節 考察
3 歳台で素点が 35 以上となった 3 児とも 3 歳 6 カ月までに聴能マトリクステ
ストが初適用されていた。良聴耳の裸耳平均聴力（四分法）が 60dBHL 未満で
あり、補聴閾値はいずれも 20dBHL 台であった。また、4 歳台で素点が 35 以上
となった 9 児のうち、D 児と E 児は 2 回目の 4 歳 1 ヵ月での実施で素点が 35
点以上となっている。初回実施から次の実施の間に D 児は 6 カ月、E 児は 4 カ
図５－１５ N児の変化
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月空いていたため、その間の聴取能の変化を把握できていないことを考慮する
と、他児同様に短い期間で実施してれば 3 歳台で素点が 35 以上に達していた
と推察される。以上から、A 児～ E 児の 5 児は早期に素点が 35 に達し、聴取
能の向上が良好な事例といえる。共通することとして補聴閾値が 20dBHL ～
30dBHL 前半で、裸耳聴力は軽度中等度難聴で、他の障害を有していないこと
である。軽度中等度難聴児の場合、比較的早期に良好な聴取能を示すと考えら
れる。軽度中等度難聴の幼児は、早期から聴能マトリクステストを活用するこ
とで、単語の聴取レベルの段階から文聴取レベルの段階に至る向上の過程をよ
り詳細に把握することが可能といえる。
人工内耳装用児は 4 名（F 児、G 児、K 児、N 児）だったが、1 歳 5 ヵ月で
手術を行った F 児は、術後 1 年 7 ヵ月の 3 歳 0 ヵ月で 67 式単語了解度検査が
100 ％と、良好な聴取能の向上を示し、単語の了解からクローズドの文聴取検
査である聴能マトリクステストへの移行もスムーズになされ、順調に向上した
ことがわかる。術後 2 年 9 ヵ月の 4 歳 2 ヵ月で素点 35 となり、人工内耳の手
術によって「きこえの世界」に導かれたとすれば、非常に速いペースで伸びて
いるともいえる。G 児は術後 1 年 9 ヵ月で素点が 34 になっている。中途失聴
であったことを考えると、他児より向上のペースが速いことも理解できる。K
児は、手術時年齢は 1 歳 11 カ月で 4 歳 10 カ月で聴能マトリクステストの素点
が 36 となっている。術後 2 年 11 ヵ月の換算となり、F 児と同程度といえる。
同様なことは N 児にも該当し、3 歳 2 カ月で人工内耳手術を受け、術後 2 年 5
ヵ月の 5 歳 7 ヵ月で聴能マトリクステストの素点が 36 となっている。人工内
耳装用児の聴取能は、手術時の年齢と術前の聴力や補聴状況の影響も大きい。
聴能マトリクステストを短い間隔で他の聴能評価とともに実施することによ
り、術後の経過を把握することに有効であるといえる。
H 児 I 児は幼稚部入学の時期と聴取能の向上がみられた時期がほぼ一致して
いる例といえる。それまでの早期教育では週 2、3 日の半日保育だったが、幼
稚部に入学後し、終日保育に移行し、言語環境、教育環境が整った生活となる
ことで、聴取能が向上してくる児がいることを裏づける結果となった。言語環
境が子どもの聴取能の向上に与える影響を把握する上でも聴能マトリクステス
トは有効であったといえる。
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J 児～ M 児は聴能マトリクステストの短い間隔での継続実施を行うことによ
り、その聴取能の向上を細かく把握できた例である。しかし、いずれの児も施
行するごとに向上しているのではなく、一時期「変化が見られない」「停滞し
ているように感じる」あるいは「向上と低下を繰り返している」と思われる時
期が出現していることも判明した。特に 4歳前半の年齢でその傾向が顕著で、M
児のように注意集中の持続に課題のある児の場合、聴能マトリクステストの活
用により、この時期が長期にわたることも確認できた。
聴能マトリクステストを同一学年の 15 児に短い間隔で実施した結果から、
聴覚障害幼児の聴取能向上に関するいくつかのタイプに分けることができる
（表５－２）。
表５－２ 聴能マトリクステストによる聴取能向上のタイプ分け
タイプ 聴取能向上の傾向 備考 事例
タイプ① 早期に良好な結果を ・主に軽中等度難聴児が該当 Ａ，Ｂ
示す Ｃ，Ｄ
Ｅ
タイプ② 少しずつ向上してい ・幼稚部入学などにより、言語環境 Ｈ，Ｉ
く が整う中で向上していく児もいる Ｊ，Ｋ
・変化が見られにくい「停滞期」が Ｌ，Ｍ
続く児もいる
タイプ③ 人工内耳装用児 ・手術時年齢と術後の年月による換 Ｆ，Ｇ
算が必要 Ｋ，Ｎ
タイプ④ 聴取能の向上に課題 ・聴覚以外の障害等の影響
を抱える ・教育や補聴開始年齢等の影響
【タイプ①】
聴能マトリクステストの開発当時は幼稚部５歳児からの適用を想定していた
が、これまでの研究で明らかとなったように，新生児聴覚スクリーニングによ
る軽度中等度聴覚障害児の早期発見や人工内耳出術の早期適用による聴取能の
向上などによって、早期から順調に聴取能の向上傾向が認められる幼児が現れ
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てきた幼児が該当する。単語了解度検査から文聴取検査（語連鎖レベルの聴能
評価）の適用が比較的スムーズに実施できていくタイプであるため、教員も保
護者も子どもの聴取能の向上を実感を持って確認できると思われる。
【タイプ②】
4 歳以降で 35/40 以上となっていく事例である。【タイプ①】ほど早期ではな
いが，少しずつ向上していくことが確認できる幼児がほとんどである。しかし、
「停滞期が続く児」の場合は留意が必要となる。今回の事例では M 児に特に
留意が必要となった。M 児は 30/40 ～ 34/40 の時期が 4 歳 7 カ月からおよそ 1
年間続いた。検査場面で見られる「落ち着きのなさ」を加味すると、この時期
に M 児への話しかけが 4 語文以上の文章では理解困難なことが多く、担任や
保護者の留意事項として「3 語文を中心に、一部 4 語文を意図的に加えていく」
ことを促した。M 児のように注意集中の持続に課題を抱える子どもの場合、
日常の保育や家庭生活においても、「落ち着きがない」「最後まで話を聞けな
い」という状態が見られることがあるので、聴取能の向上、とりわけ文聴取の
場合はコミュニケーション態度の改善も必要になってくることを確認する必要
があろう。
【タイプ③】
人工内耳装用児は手術時年齢と術前の聴力や補聴状況を考慮した上で、術後
年齢（人工内耳装用開始年齢）で改めて【タイプ①②④】に分けて検討する必
要がある。
【タイプ④】
今回の事例の対象から除外したケースが多く含まれると思われる。重複障害
児や教育や補聴の開始が遅れてしまったケースに中には聴取能の向上に課題を
抱えることが想定される。具体的なケースや教育・指導上の留意についてはさ
らなる研究が必要となる。
以上のように、聴能マトリクステストを比較的短い間隔で定期的に実施した
結果の変容を把握することによって、聴取能の向上に課題がある子どもを見つ
け出し、教育場面や課程での話しかけ方などへの支援に結びつくなど、教育現
場での活用の有効性が確認できた。
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第６章 総合考察
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第１節 研究のまとめ
第１章で北米と日本での聴能評価法の開発や活用に関する先行研究を検討し
た後、第２章では、聴覚障害児の教育支援のための聴能評価ツールとして「聴
能マトリクステスト」の開発した。単語了解度検査から文聴取検査への移行に
課題があると思われる児を主な対象として想定した（①聾学校幼稚部５歳児～
小学部低学年（２年程度）②裸耳良聴耳平均聴力レベル（4 分法）90dBHL 以
上の幼児児童③ 67 式単語了解度検査がクローズドセットでほぼ全問正答）。被
検児がポインティングするイラストシートには計 16 個のイラストが描かれ、1
列 4 つのイラストが 4 行のマトリクス状（4 × 4）に配置されている。第 1 列
は「おじいさん、おばあさん、おとこのこ、おんなのこ」、第 2列は「りんご、
ばなな、もも、くり」、第 3 列は「ひとつ、ふたつ、みっつ、よっつ」の数字、
第 4 列は「食べる、あげる、切る、買う」のイラストである。各列内はプロソ
ディ情報が似ていたり音節数が同じである 2 組の単語を選択している。検査者
は 10文ある問題文リスト（例文：おじいさんが りんごを ふたつ 食べる）
を口形を隠して肉声で提示し、被検児は 1 文聴取後に復唱または該当のイラス
トをポインティングして応答する。1 文は 4 語で構成されているため、1 語正
答につき 1 点とし、1 文全てが正答になれば 4 点、10 文全体で 40 点満点で素
点を計算する。教育現場での活用を想定して開発しているため、検査を実施す
る環境は特に定めていないが、過大な騒音がない静寂下での実施を基本とし、
防音設備のある聴力検査室内での実施が最適とした。検査者と子どもとの距離
も規定していないが、通常は１ｍ以内で、提示する音圧は子どもが聴取しやす
い音圧とした。
第３章の聴能マトリクステストの有効性の検討－既存の聴能評価法との比較
－では、聾学校幼稚部での本テストの教育実践上の活用の有効性を検討するこ
とを目的として、聴覚障害幼児 50 名 147 回の検査結果から、補聴時の閾値や
年齢との関係、既存の語音検査との併用の有効性について考察した。その結果、
補聴閾値と本テストの素点の間には相関は認められなかった。67 式 20 単語了
解度検査と本テストの素点にも相関は認められなかった。本テストは 67 式 20
単語了解度検査が 15/20 程度から実施可能であるが、1 語ずつ提示して実施す
る単語了解度検査から複数語の連続である文聴取検査への移行は困難を伴う場
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合もあることが確認できた。語音聴取評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オ
ープンセット文検査と本テストの素点には比較的高い相関が認められた。臨床
場面においては、本テストが 35/40 以上では、満点まで 5 点しかなく聴取状況
の細かい変化を把握しにくい本テストを引き続き実施していくよりも語音聴取
評価検査「CI2004（試案）」の幼児用オープンセット文検査をはじめとする他
のオープンセットの文聴取検査に移行した方が聴取状況がより細かく把握しや
すいといえ、35/40 を本テストから他の評価法への移行の目安とした臨床経験
上の目安の妥当性はあると考えられた。以上から、既存の語音検査との併用す
ることで相互補完的に子どもの聴取能の評価が行えることが示唆され、本テス
トの有効性が認められた。
第４章では、聾学校での聴能評価（語音検査）実施状況を把握するために、
聾学校幼稚部並びに小学部（低学年）における語音検査の実施状況について調
査検討を行った。調査項目に聴能マトリクステストに関する事項を加え、全国
の聾学校で本テストの実施状況や実施する教員が感じている課題などの実態把
握を行った。
幼稚部４～５歳児で 78 ％、小学部低学年で 83 ％の実施率だった。４～５歳
児、小学部低学年ともに、単音節の明瞭度検査と単語了解度検査を中心に実施
していることが明らかとなった。実施に要する時間は、４～５歳児は 10 分程
度が多く、小学部低学年では 20 分程度が多いことがわかった。幼児や低学年
児童がことばの聴き取り検査を行うために集中できる時間は長くないことを反
映した結果といえる。また、調査からは、短文の聴取検査は実施率が高いとは
いえない傾向も見られた。原因として、短文を用いた語音検査の存在があまり
知られていないことや、１回の検査実施時間が短いために優先順位として上位
に上がってこなかったことなどが推測された。さらに、検査装置を購入する予
算が確保しにくいことも考えられた。
聴能マトリクステストの実施状況では、幼稚部・小学部が設置されている聾
学校を対象とした調査を実施した。聴能マトリクステストの存在を知っていた
学校は 4 割程度だった。実際に活用しているのは 20 ％程度の学校だった。そ
れらの学校では、文聴取検査の最初の検査（導入用）としての使用や「TY-89
日常生活文」との併用として使用されていた。使用した感想として、子どもの
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負担が少ない、実生活を反映している結果が得られる、「伸び」を評価できる
ことがあり、改善点としては、語表の追加，検査方法の改良などがあげられて
いた。この結果、本テストは、聴能発達を把握するツールの一つとしての活用
が期待できると思われた。
第５章では、14 児に対して継続的に聴能マトリクステストを実施し、その
結果から聴覚障害幼児の聴取能の変容を「早期に良好な結果を示す児」、「少
しずつ向上していく児」、「人工内耳装用児」、「聴取能の向上に課題を抱える
児」の 4 つのタイプに分けた。教育的には「少しずつ向上していく児」の中の
“停滞期が続く児”に対しての指導や支援の工夫が必要となってくることや、
「聴取能の向上に課題を抱える児」の中には聴覚以外の障害の有無や、教育開
始や補聴開始年齢の影響を強く受けることに留意する必要があり、話しかけ方
などについての支援が検討されるべきことことを指摘し、聴能マトリクステス
トの教育現場での活用の有効性が確認できた。
第２節 教育支援のための聴能評価ツールとしての聴能マトリクステストの活
用について
（１）聾学校における聴能評価法の現状について
裸耳聴力の状態が高度重度難聴になるほど、裸耳による聴能評価の実施が困
難となり、補聴器（あるいは人工内耳）を装用した補聴時の状態で実施せざる
を得ない。本研究でのわが国の聾学校の幼稚部小学部低学年段階における補聴
時の聴能評価の実態を明らかにすることを目的とした調査において、主に実施
しているのは単語了解度検査と単音節の明瞭度検査であることが明らかとなっ
た（第４章）。単語了解度検査はイラストカードなどを用いたクローズドセッ
トによる提示とポインティングによる応答が可能であるため、検査に用いられ
る語が習得できている子どもであれば、比較的実施が容易である（森・熊井 ,
2011）。実施されている単語了解度検査が日本聴覚医学会の 67 式 20 語表が多
かったのは、わが国で普及している単語リストであることから、聾学校教員に
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とっての使用上の安心感があることと、過去に実施したデータとの比較や変容
の把握が容易であるためと思われる。単語了解度検査とともに多く実施されて
いた単音節の明瞭度検査は、日本聴覚医学会の 67-S 語表だったが、普及度の
高さとともに CD 化されていることによる実施の容易さが要因と思われる。聴
能評価に関わる時間が 10 ～ 20 分程度であることは、子どもの聴能や言語発達
の状況に合わせて、実施する評価法を選択する必要がある（森・熊井 , 2011）。
このようなことから、聾学校の幼稚部や小学部低学年段階においては、対象と
する子どもの語彙が増えてきたことを見計らい、まずは単語了解度を評価し、
その後単音節の明瞭度検査に移行あるいは併用していることが考えられる。文
聴取検査の実施率が高くなかった要因としては、先述の聴能評価に関わる時間
の問題の他、単語了解度検査から文聴取検査への移行に課題がある幼児児童に
対する評価法が存在しないことがあった。
（２）新生児聴覚スクリーニング、人工内耳の普及と聴能評価について
米国で開発・普及した AABR（自動 ABR）装置による新生児聴覚スクリーニ
ングは、日本では 1997 年に輸入されるようになり、その後普及していった（山
下ら , 2009）。分娩医療機関での分娩後 1週間以内に実施するスクリーニング検
査により、これまで発見が遅れていた軽度中等度難聴の子どもが多く見つかり
（大迫 , 2009; 大迫 , 2012; 岡田ら , 2013; 杉内 , 2013）、高度重度難聴児の教育開始
とほぼ同程度に教育が開始され、その効果が高いことも知られている（井上ら ,
2008）。その結果、聾学校早期教育においては 0 歳児の教育相談が激増するこ
ととなった（中瀬 , 2012b）。また、年度の後半には当該年度に出生した乳幼児
も来校するようになった（中瀬 , 2009）。さらに、近年は新生児聴覚スクリーニ
ングの受診者が聾学校などで指導や支援を受けている乳幼児の 80 ％程度にま
で増加するとともに、高度重度難聴児だけでなく、70dB 未満の身体障害者手
帳非該当の聴力を示す子どもが全体の約半数程度を占めている調査報告（中瀬
ら , 2013）も見られ、多くの軽度中等度難聴児が教育機関で教育を受けている
ことに結びついている。さらに、新生児聴覚スクリーニングの普及と平行して、
人工内耳手術を受ける幼児の増加にもつながっている。2014 年度、全国の聾
学校在籍者 6138 名中人工内耳装用児は 1500 名弱（24%）であり、学部別では
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幼稚部が最も多く 32%を占めている（大西 , 2014）。高度重度難聴児の早期発見
と早期補聴・早期の教育開始は、補聴器から人工内耳への移行がより低年齢段
階で進む結果となっている（菅谷ら , 2012）。人工内耳の効果は多様であるとい
われている（加藤ら , 2005）が、音の検出は良好であることが多く、検出から
弁別・識別・理解につながるとともに、音声言語の習得が比較的スムーズであ
る場合も少なくない（井脇 , 2006）。人工内耳装用児は日本においては必ずしも
インクルーシブ教育環境で教育を受けるのではなく、聾学校にも多く在籍して
いる（原田・廣田 , 2013）。人工内耳を装着しての補聴閾値は平均して 30dBHL
台（浅見ら , 2007; 柴田ら , 2010）で、軽度中等度難聴児とほとんど異ならない
補聴閾値を示している。このような子どもの状況の変化は、聴能評価について
も変化を促すこととなっている。これまで高度重度難聴児が多く在籍し、その
聴能評価法の研究・開発がなされてきたが、軽度中等度難聴児の聴能評価を積
極的に実施する必要が生じてきたといえる。
新生児聴覚スクリーニングと人工内耳の両者の普及は、聾学校早期教育に来
校する子どもの年齢の低下につながる（廣田 , 2013）ことから、軽度中等度難
聴児の評価の必要性だけでなく、より低年齢の幼児への聴能評価の実施が求め
られることにもなった（斎藤ら , 2005）。日本より早くこの傾向が進んでいる米
国では、第１章第２節で論じたように、１歳前後に人工内耳手術をした幼児の
聴能評価法の研究が盛んに行われている。聴能評価を「ことばの聞き取りの評
価」と考えると、その評価を行う際には対象児の言語の発達状況を考慮した評
価法の選択が必要となるが、ことばだけでなく、音声や環境音の検出段階も含
めると、聴性行動観察評価などの聴覚発達を評価することも含まれてくる（野
中ら , 2010）。米国などでは LittlEARSや VRASPAC などの評価法へと発展してき
た。しかし、Eisenberg らが指摘するように「1 ～ 3 歳の子どもに効果的なテス
トはなかった」という研究結果からも、聴性行動観察評価から単語レベルの聴
取能の評価に至る過程の聴能評価法はいまだ確立されていない。わが国におい
ては、LittlEARS が 2014 年にようやく日本語に翻訳され出版された。米国と比
較すると「ことばの聞き取り」評価以前の音声の検出評価等についての評価法
はほとんどない状態で、今後の研究に期待されるところである。
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（３）聴能マトリクステストの聴能評価ツールとしての活用について
第１章第２節で北米における小児を対象とした聴能の評価に関する研究は、
①各種評価法の開発、②大規模調査と複数の評価法によるテストバッテリーの
提案、③人工内耳手術の低年齢化による超早期段階での聴能評価法の開発、④
聴取能評価プロトコルの提案、という流れがあることを指摘したが、第１章第
３節で指摘したように日本においても聴覚障害児の聴能評価法も子どもの年齢
や言語力などを考慮して適切な評価法を選択する方法が推奨されるようになっ
てきた段階といえる。このように、成人を中心とした聴能の評価法から次第に
低年齢児の評価法の開発が進んだが、新生児聴覚スクリーニングと人工内耳の
普及により、聴取能や発達段階を踏まえた評価が求められるようになり、複数
の評価法を組み合わせることで対応するようになった（田内・小林 , 2006; 菅谷
ら , 2012）。そして、対象とする子どもの聴覚的言語年齢を考慮して、どの評価
法をどのような条件で実施し、その結果に基づいて次に実施すべき評価法とそ
の評価条件を示すことで、子どもの発達を踏まえた聴取能の評価を行うことが
重要とする流れが確認できた。
日本の聾学校において，比較的多く実施されている単語了解度検査から実施
頻度が少ない文聴取検査に移行する段階での困難さがあることが本研究から明
らかになったが、その解決方法の一つとして「聴能マトリクステスト」を開発
した（第 2 章）。聴能マトリクステストと他の聴能評価法との併用の有効性の
検討（第 3 章）により、既存の語音検査と併用することで相互補完的に子ども
の聴取能の評価が行えることが示唆され、聴能マトリクステストの有効性が認
められた。
新生児聴覚スクリーニングで発見されるようになった軽度中等度難聴児や人
工内耳手術の早期化により、これまでより低年齢の幼児の聴能評価が求められ
るようになった。第 6 章での事例で示したように、聴能マトリクステストの 4
語提示による提示法を 3 語提示に改良して実施することで、単語レベルの聴取
は可能であるが単語が 3 語以上連鎖した文になると困難を示す子どもに対して
適用を広げることが可能となった。これは、単語了解度検査は 1 語ずつの提示
による応答（復唱あるいはポインティング等）で聴能を評価している（山下・
松平 , 2008）が、聴能マトリクステストの２語提示や３語提示を用いることに
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より、１単語の了解度から２語文、３語文と連なる文章の聴取能の向上を把握
し、より低年齢からの経年的な聴能評価への活用が可能となった。そして、そ
の聴取能の変容を分類することで、教育的には「少しずつ向上していく児」の
中の“停滞期が続く児”に対しての指導や支援には留意が必要となってくるこ
とや、「聴取能の向上に課題を抱える児」の中には聴覚以外の障害の有無や、
教育開始や補聴開始年齢の影響を強く受けることに留意する必要がある（森ら ,
2009; 森・熊井 , 2011; 山田ら , 2012, 杉内 , 2013）ことを見分けるためのツールと
しての活用が示唆された。
また、教育現場で実践的な聴能評価ツールとしての活用を考える場合、現在
日本で入手可能で、聾学校において以前から実施されている聴能評価法と聴能
マトリクステストの組み合わせを考慮するとき、Madellの提案(Madell, 2013)に
類似したプロトコルが必要になると考えられる。本研究に基づき、単語了解度
検査から文聴取検査への移行についての例を図７－１に示す。
単語了解度検査 （67式 20単語）15/20以上
聴能マトリクステスト ３語提示
４語提示
35/40以上
CI2004 幼児用文検査
学童用文検査
図６－１ 聴能評価のためのプロトコル例
67 式 20 単語了解度検査が 15/20 以上となった場合、聴能マトリクステスト
を併用することが考えられる。しかし、１語提示である単語了解度検査がほと
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んど正答であっても、聴能マトリクステストを４語提示での実施は困難な場合
が想定されるため、最初は３語提示が適当と思われる。場合によっては２語呈
示で実施することや、67 式 20 単語了解度検の２語連鎖提示や３語連鎖提示を
試みて何語連鎖までの短期記銘が可能かを把握することも有効である。その後、
聴能マトリクステスト（４語提示）の正答が 35/40 以上となると、CI2004 幼児
用文検査などのオープンセットの文聴取検査に移行することが妥当といえる。
聴覚障害のある子どもの聴取能は、言語能力の向上が重要といわれている（中
村 , 2007）。聴能マトリクステストは文聴取検査といってもキーワード正答数を
評価する方法であることから、助詞や動詞の活用などについて聴取できている
かまでは評価できていない。また、それらをも評価する文聴取検査を実施した
場合、子どもの言語力に左右されることは否めないことは十分に留意しておく
べきことと考える。
それらを踏まえたうえで、単語了解度のレベルからオープンセットのキーワ
ード正答数を把握する文聴取検査への移行段階における､聴覚障害の子どもの
聴能評価として、開発した聴能マトリクステストは、既存の聴能評価法と組み
合わせることにより、教育現場において実践的な聴能評価ツールとしての活用
が有効であると結論づけられた。
第３節 今後の課題
（１）Madell が提案した聴能評価プロトコルは「聴覚による理解言語年齢」に
より 5 段階に分けて聴能評価のスタートラインを示したが、わが国においても
今後は、聴覚理解レベルによってどのような聴能評価を行うか、どのような条
件の下に実施し、その結果によって次の評価は何をどうするかのガイドライン
を具体的に示す必要があると思われる。また、聴覚理解レベルだけでなく､言
語発達段階の評価との組み合わせを行うことも求められる。
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（２）聴能の評価の結果を指導や支援に活かすための方策の検討が必要となる。
そのためには、より多くの子どもへ聴能評価の実施し、蓄積された事例の分析
を行うことが求められる。また、子どもの実態把握は聴能の側面で完結するも
のではないことから、言語発達やコミュニケーション能力の評価などと組み合
わせた事例を蓄積することが必要である。
（３）人工内耳の早期適応が今後更に進んでいくと思われることから、音声言
語の理解、ことばの聴取に関する聴能評価以前の LittlEARS のような聴性行動
観察評価などによる聴覚発達の評価法から本研究のような「ことばの聴き取り」
の評価法への移行に関する研究が必要と思われる。
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